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内部公益通報制度における監査役の果たすべき役割  

～監査役として押さ えておくべき改正公益通報者保護法と企業への影響 ～  

2022年 ９ 月 ９ 日  

             青 山 学 院 大 学 法 学 部  教 授  

弁 護 士 法 人  早 稲 田 大 学 リ ー ガ ル ・ ク リ ニ ッ ク  

 弁 護 士   浜 辺   陽 一 郎  

＜テーマ ＞  

内部通報制度における 監査役の役割  

  内部通報制度の理解に基づい た適切な制度構築及び運用のチ ェッ ク  

監査役が「公益通報対応業務従事者 」と なる場合等、  

内部通報制度に関与する ケース について  

 

Ⅰ  日本監査役協会の報告  

2022 年 4 月 25 日「改正公益通報者保護法施行に当たっての監査役等としての留

意点―公益通報対応業務従事者制度との関係を中心に―」を公表。  

el001_220425-2.pdf (kansa.or.jp) 

 

次の論点について、消費者庁に照会を行って、整理した。 

○改正法が監査役等の監査権限に及ぼす影響  

○監査役等が内部通報窓口の一つとなっている場合  

 ・監査役等を業務従事者として指定すべき必要性（→１－１）  

   ・監査役会、監査委員会、監査等委員会において指定すべき範囲（→１－２）   

 ・補助使用人について（→１－３）  

○監査役等が内部通報窓口となっていない場合  

  ・監査役等が内部通報に関する情報につき定期的に報告を受ける場合（→２－１）  

・監査役等が内部通報の都度内容について報告を受ける場合（→２－２）  

 ・監査役等が監査権限を行使する場合（→２－３）  

  ・指定の必要が生じた際の対応（→２－４）   

・監査役等の監査権限と改正法第  12 条にいう「正当な理由」の関係（→２－５） 

  ・通常の監査役等への報告の公益通報への該当性（→２－６）  

 

監査役等が内部通報窓口の一つになるかどうかを含め、内部通報に係る体制の構

築・運用については各社の事情に応じて判断する必要あり。  

 

 

 

 

 

https://www.kansa.or.jp/wp-content/uploads/2022/05/el001_220425-2.pdf
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Ⅱ  公益通報者保護法の趣旨と内容  

（令和2年改正が、令和4年6月1日施行）  

 

１  その目的と考え方  

【目的】公益通報を理由とする解雇 等の無効を 定め 、公益通報者の保護を 図る。  

    内部通報制度を 活用した 自浄作用の発揮に よる コンプライ ア ンス の推進  

 

【通報先】 （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ３ １ 頁 参 照 ）  

令和 2年改正で保護範囲 拡大  

（ １ ）  労務提供先等・・ ・誠実に 「思った 」だ けの通報 も保護 （１号通報）  

｢等｣の中に 、親 会社、関連 会社や法律事務所等を 指定するものが入る  

 

（ ２ ）  勧告又は命令 等を する権限のあ る行 政機関（２ 号通報）  

「 相 当 な 理 由 」 が あ る 場 合 （ ＝ 客 観 的 証 拠 が 必 要 ）  

又 は  

「 通 報 対 象 事 実 が 生 じ 、 若 し く は ま さ に 生 じ よ う と し て い る と 思 料 し 、 か つ 、 次 に 掲 げ る 事 項 を

記 載 し た 書 面 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の 他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式

で 作 ら れ る 記 録 を 含 む 。 次 号 ホ に お い て 同 じ 。 ） を 提 出 す る 場 合 」  

イ  公 益 通 報 者 の 氏 名 又 は 名 称 及 び 住 所 又 は 居 所  

ロ  当 該 通 報 対 象 事 実 の 内 容  

ハ  当 該 通 報 対 象 事 実 が 生 じ 、 又 は ま さ に 生 じ よ う と し て い る と 思 料 す る 理 由  

ニ  当 該 通 報 対 象 事 実 に つ い て 法 令 に 基 づ く 措 置 そ の 他 適 当 な 措 置 が と ら れ る べ き と  

思 料 す る 理 由  

 

（３）  そ の他の外 部機関（３号通報）  

（マスコミや消費 者団体等）  ・ ・ ・ 「相当 な理由」プラスア ルファ が必要      

 

外 部 へ の 通 報 が 公 益 通 報 に な る た め に は 、 次 の い ず れ か 一 つ を 備 え て い る 必 要 あ り  

イ  前 二 号 に 定 め る 公 益 通 報 を す れ ば 解 雇 そ の 他 不 利 益 な 取 扱 い を 受 け る と 信 ず る に 足 り る 相 当 の

理 由 が あ る 場 合  

ロ  第 一 号 に 定 め る 公 益 通 報 を す れ ば 当 該 通 報 対 象 事 実 に 係 る 証 拠 が 隠 滅 さ れ 、 偽 造 さ れ 、 又 は 変

造 さ れ る お そ れ が あ る と 信 ず る に 足 り る 相 当 の 理 由 が あ る 場 合  

ハ  第 一 号 に 定 め る 公 益 通 報 を す れ ば 、 役 務 提 供 先 が 、 当 該 公 益 通 報 者 に つ い て 知 り 得 た 事 項 を 、 当

該 公 益 通 報 者 を 特 定 さ せ る も の で あ る こ と を 知 り な が ら 、 正 当 な 理 由 が な く て 漏 ら す と 信 ず る に 足 り

る 相 当 の 理 由 が あ る 場 合  

ニ  役 務 提 供 先 か ら 前 二 号 に 定 め る 公 益 通 報 を し な い こ と を 正 当 な 理 由 が な く て 要 求 さ れ た 場 合  

ホ  書 面 に よ り 第 一 号 に 定 め る 公 益 通 報 を し た 日 か ら 二 十 日 を 経 過 し て も 、 当 該 通 報 対 象 事 実 に つ い

て 、 当 該 役 務 提 供 先 等 か ら 調 査 を 行 う 旨 の 通 知 が な い 場 合 又 は 当 該 役 務 提 供 先 等 が 正 当 な 理 由

が な く て 調 査 を 行 わ な い 場 合  
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ヘ  個 人 の 生 命 若 し く は 身 体 に 対 す る 危 害 又 は 個 人 （ 事 業 を 行 う 場 合 に お け る も の を 除 く 。 以 下 こ の ヘ

に お い て 同 じ 。 ） の 財 産 に 対 す る 損 害 （ 回 復 す る こ と が で き な い 損 害 又 は 著 し く 多 数 の 個 人 に お け る

多 額 の 損 害 で あ っ て 、 通 報 対 象 事 実 を 直 接 の 原 因 と す る も の に 限 る 。 第 六 条 第 二 号 ロ 及 び 第 三 号

ロ に お い て 同 じ 。 ） が 発 生 し 、 又 は 発 生 す る 急 迫 し た 危 険 が あ る と 信 ず る に 足 り る 相 当 の 理 由 が あ る

場 合  

 

【公益通報の対象】事業者に よ る国民の生命、身体、財産に 関する 法令違 反や法令

違反が生じた 場合、又は「まさに 生じようと している 」 場合。  

対象法令は、別表に 掲げら れてい る刑法、 金融商 品取引法などのほか 、日本農林

規格（Ｊ Ａ Ｓ）法、大気汚染防止法、廃棄物処理法 、個人情 報保護法、そ の他４００本

以上の法律が政令で定められた 。⇒  令和２ 年 改正で拡大  

「 公 益 通 報 者 保 護 法 別 表 第 八 号 の 法 律 を 定 め る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 」 で 随 時 改 正     

・ ・ ・ た だ し 、 税 法 、 政 治 資 金 規 正 法 な ど は 当 初 か ら 盛 り 込 ま れ な い こ と に な っ て い る 。  

  

２  公益通報者保護法の意義（その大きなインパクト）  

 

（１）  あらゆる事業者に適用  

（２）  ソフトロー的なマーケット・メカニズムの応用  

外部への通報が保護される要件 に 差異を 設け、内部通報制度の充実を 促す。  

（３）  民事ルールで、反対解釈がなされない  

本法は民事ルール。原則的に 保 護要件の立証責任は労働者側だ が、そ れを立

証すると保護され る。 労働者に は証拠確保を 前提とした 通報 を 促す可能性あ り 。  

法令に よるお墨付き →ほとん どの 重要 法令がカ バーされる。  

反対解釈され ないので、一 般ルールは依然として残る。  

これとは別に 、 個別法令 に おける報復禁止ルール の適用も残 る。  

（４）  行政機関にも適正な対応が求め られる。→政府によるＰＲも  

 

３  公益通報者保護法の改正内容  

令和 2年 3月 6日に 国会に 改正法案提出。同年6月 8日に 参議院に おいて全 会一致

で可決・成立。同月 12日に 令和 2年法律第 51号として公布。 内 閣 府消 費 者 委員 会 の専

門 調 査 会の 平 成 ３ ０年１ ２ 月 の 報 告書 が 土台で 、 自 民 党 の 消費 者 問題 調 査 会の 提 言に

沿 っ た 内容 。  ⇒  令和4年6月1日から施行済み  

 

（改正の内容）  

（ １ ）  常 時 使 用す る労 働 者の数 が ３ ０ ０ 人 を 超 え る事業 者 ・ 組 織は 、 公 益 通報 を 受 け 、

当 該 公 益通 報 に 係 る 通報 対 象 事実 の 調査 を し 、 及 び 是 正に 必要 な 措置 を と る 業

務 （ 公 益 通報 対 応業 務） に 従 事す る者 （ 公 益通報 対 応 業務 従 事者 ） を定 め る 義 務

を 負 わ せ 、 適 切に 対応す る た めに 必 要 な体 制の 整 備 そ の他 の 必要 な措 置 を 取 る

義 務 を 負 わせ る 。 （ 「 ソフ ト ロー 」 で 促す だ け では 十 分 で は な かっ た から ・ ・ ・ ）  
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（ ２ ）  公 益 通 報者 の 対象 を 、雇用労働者、退職 者、派遣労働者、取引 先労働 者、公

務員だ けでな く、 役 員や 一 部 のＯ Ｂ に も拡 大。  

○  退職後１年以内に通報した退職者を「公益通報者」の対象に  

退 職 者 で も再 雇 用拒 否や 退 職 金 不 支 給等 の 不利 益 を 被 る場 合 を 考慮。  

 •  派遣労働終了後１年以内の者や取引先関連の業務終了後１年以内の者も含まれる   

○  法人の役員であることが必要だが、法人の種類は問わない  

 ・  取 締 役や 執 行役 など の法人の役員を「公益通報者」の対象とする  

 •  法律の規定に基づき法人の経営に従事していることが必要（監査役は外れる）  

 •  退任した役員は含まれない  

た だ し 、  

＜保護の効果＞  

 •  解任については、損害賠償請求が可能  

 •  解任を除く不利益取扱いの禁止  

 ＜事業者外部への通報の保護要件＞  

 •  事業者内部での調査是正措置の前置が原則（どこまでの権限があるかが関係する） 

 •  行政機関への通報の保護要件は現行法を維持（真実相当性が必要）  

 •  報道機関等への通報が認められる場合が労働者・退職者よりも限定  

 

（ ３ ）  保 護 する 通 報の 対 象 を刑 事 罰 だ け で な く行 政罰 に も拡 大  

 

（ ４ ）  【公益通報者の保 護】（改正に より 拡大 ）  

（従前から）  一、公益通報を 理由とした 解 雇は無効とする。  

 一、労 働 者派遣契約解除は無 効 とする。   

一、降格、減給 等不利益な扱いは禁止する。  

(注 )労働関係の保護が基本 。契約の保護までは公益通報者 保護法はカ バ ーしない。

（ 但 し 、 一 般 法 理に よ る保 護 は あり う る 。 請負の 場 合 は 、 通報 で き て も 、 保 護 は 限定 的 ）  

 

（ 改 正 で 追 加 ）通 報 者が公 益 通 報 を理 由 と し た損 害 賠 償責 任 を 負わ ない 趣 旨 を 明 記  

 

（ ５ ）  公 益 通 報 対 応 業 務 従 事 者 に 守 秘 義 務 を 課 し 、 通 報 者 を 特 定 で き る 情 報 を 漏 ら し

た 担 当 者 は 30 万 円 以 下 の 罰 金 （ 告 発 者 の 解 雇 、 降 格 と い っ た 企 業 側 の 報 復 に

対 す る制 裁 は な し ）  

＊内 部 告 発 経験 者 らが強 く 求 め た 報復 を 防ぐ罰 則 な ど は盛 り込 ま れ な か っ た 。 告 発 で 不

利 益 を 受 け る不 安 は拭え ず 、 抜 本 改 革 と 言 えな い 内 容 と の 批 判も 。  

 

＊ 報 告 書は 報 復に 対 する 行 政 措置 や 企業 名 の 公 表 を 求 め て い たが 、 消 費 者 庁は 見 送っ

た 理 由 につ い て 「 事実認 定 が 難 し く 、 調査 体 制 も 整 っ て い ない た め 」と し て い る 。  
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Ⅱ  公益通報者保護法に基づく指針等の趣旨  

 

1 従 前 の 「 公 益 通 報 者 保 護 法 を 踏 ま え た 内 部 通 報 制 度 の 整 備 ・ 運 用 に関 す る 民 間 事 業

者 向 け ガイ ド ラ イン 」 （平 成 28年 12月 ９ 日 ）＝ 「ガ イ ド ライ ン 」  

https ://www.caa.go . jp/pol ic ies/pol icy/consumer_system/whis leb lower_protect ion _system/overv iew/pdf/

overv iew_190628_0004 .pd f 

内部通報を 企業価 値向上を 図る一つ の手段として位置づけ  

内 部 統 制の 考 え 方 を反映 し て い た （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ３ ４ 頁 参 照 ）  

「 事 業 者 が自 主 的に 取り 組 む こ と が推 奨 さ れる 事 項 を 具体 化 ・ 明確化 し 、 従 業 員 等か ら

の 法 令 違反 等 の早 期 発見 ・ 未 然 防止 に資 する通 報 を 事 業者 内 で 適切に 取 り扱 う 指 針 」  

＜ 注 ＞ 「 ガ イ ド ラ イ ン は 、 参 照 す る か 否 か は 各 事 業 者 の 任 意 で あ り 、 遵 守 を 促 す た め の 仕 組

み は な か っ た 。  

 

2 公 益 通 報者 保 護法に 基 づ く 指針 等に 関する 検 討 会 報 告 書 （令 和３ 年 ４ 月 ）  

指針等検討会報告書  (caa.go.jp)  既存のガイドラインは、指針の解説と性質が共

通するため、指針の解説に統合するなど必要な整理を行うことが提言された  

 

3 「 公 益 通 報者 保 護法第 11条 第 １項 及び 第 ２項 の 規 定に 基 づ き事 業者 が と る べ き 措置

に 関 し て 、 そ の 適 切かつ 有 効 な 実施 を 図 る ため に 必 要 な 指針 」 （ 令和３ 年 ８ 月 20日内 閣

府 告 示 第 118号 ）    

公益通報者保護法第 11条第 1項及び第 2項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、

その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針  (caa.go. jp)  

 

⇒ 「指針」には、事業者がとるべき措置の大要を規定  

 • 事業者が指針に沿った対応をとるに当たり参考となるよう「指針の解説」を作成  

⇒  「指針の解説」では、「指針を遵守するための考え方や具体例」及び「その他の推奨

される考え方や具体例」を示す  

⇒「指針の解説」は、指針等検討会報告書の内容に民間事業者向けガイドラインを統合  

公益通報者保護法に基づく指針の解説  (caa.go.jp) 

 

解説ｐ３「指針及び本解説において画一的に事業者がとるべき措置を定め、一律な対応を

求めることは適切ではなく、また、現実的ではない。そのため、本解説は、指針に沿った

対応をとるに当たり参考となる考え方や具体例を記載したものであり、本解説の具体例を

採用しない場合であっても、事業者の状況等に即して本解説に示された具体例と類似又は

同様の措置を講ずる等、適切な対応を行っていれば、公益通報対応体制整備義務等違反と

なるものではない。」  

 

⇒  違反したら云々は、ハードロー的な視点よりもソフトローとして把握する  

⇒  内容は、民間事業者向けガイドラインを踏まえ、その趣旨を更に明確にして、事業

者に対して内部通報制度の整備を迫る。  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/pdf/overview_190628_0004.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/meeting_materials/review_meeting_003/assets/review_meeting_001_210421_0001.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_210820_0001.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_210820_0001.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_211013_0001.pdf
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 「指針」は、行政指導等のエンフォースメントの目安となる点に意義がある。  

 全体的な相場観の底上げも図られる。  

 

４  事業者にとっての内部通報制度の意義  

 

（１）  不祥事発覚の発端はほとんど内部告発 である現実  

内部告発が突然に起きるケースは比較的少数  

内部告発されるときには証拠が押さえ ら れていることもある  

匿名告発でも当局が動くことはある  

 

企業不祥事に見 る失敗のパターン   

   いずれも目先の利益に囚われて、大きなものを見失って いる！  

情報隠し型（内部告発で発覚、故意 型、悪質性も高い ）も内部告発で発覚しやすい  

顧客・消費者のためと言いな がら、実際はそうで なかった ことが暴露  

リ コ ー ル 隠 し や 虚 偽 報 告 （ 不 具 合 情 報 等 の 二 重 管 理 ）  

  偽装事件、検査不正 等も内部告発の活発化が背 景か     

 

（２）  内部告発の増加とその背景  

①  雇 用 の 流動 化 ・ 多様 化  

     終 身 雇 用 制 度の 崩 壊 と 旧 来型 忠 誠心の 減 少  

  非 正 規 雇 用 労働 者に よ る 内部 告 発が 多 い現 実  

②  内 部 告 発へ の 抵抗 が 弱 ま る ← 社 会 的コ ン セ ン サ ス  

社 会 的 な 意識 の 変化 、 コ ン プ ライ ア ン スの 要 請の 高 ま り  

各 種 ア ンケ ート 調 査結果 ⇒  通 報に 積 極的 ・好 意 的 な 意見 が 強 まりつ つ ある 。  

③ 立 法 レ ベル に おけ る内 部 告 発の 「 容 認 」か ら「 活 用 」 へ  

  公 益 通 報 者 保護 法 （「 奨 励 」 し て い る わ け では な い ？ ）  

  独 占 禁 止 法  

マ ネ ー ロン ダ リン グに つい て の 怪 し い 取 引の 届出 義 務 等  （ 公認 会 計士 法 ）  

④ 行 政 レ ベル に おけ る 告 発 に よる 摘 発や 法 執行 の 必 要性  

（ 例 ） 入 国 管理 局 が不法 就 労 、 不 法滞 在 等の通 報 を イ ン タ ーネ ッ ト で受 付  

各 種 の 苦情 相 談窓 口 の開 設  

独 禁 法 改正 で 入 札談 合や 価 格 カ ル テル の リニエ ン シー （ 課徴 金 減免制 度 ）  

 

消費者庁、公益通報者保護法 に 関するウ ェブ サイ ト  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_prot ection_system/ 

公 益 通 報 者 保 護 法 に 関 す る 各 種 通 報 処 理 ガ イ ド ラ イ ン を 公 表  

  ↓    

■ 公 益 通 報 者 の た め の 通 報 窓 口  

（ 例 ） 証 券 取 引 等 監 視 委 員 会 →  http://www.fsa.go. jp/sesc/koueki/koueki .htm  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/
http://www.fsa.go.jp/sesc/koueki/koueki.htm
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＊ 行 政 機関 向 けに も 「 通 報 処 理 ガイ ド ライ ン 」（ 内 部 の 職員 か らの もの と 、 外 部 の 労働 者

か ら の 通報 か らの も のに 分 け て ） ・ ・ ・適 正 な 処理 が 期 待 さ れる （ ＝ 厳 しい 対 応 が 予想 さ

れ る ）  

 

⑤インターネット等による受付窓口による告発のしやすさ  

    技術革新による情報流布の容易性  

⑥  各種支援団体等の活動  

 

（３）  企業にとっての内部通報制度の必要性  

①  内部告発の防止 (経営者として先手を打つ必要 ) 

②  違法行為の抑制 (不正行為の温床をなくす ) 

③  業務の適法化（二次 的不祥事＝違法行為の拡大・繰り返し の防止）  

④  コンプライアンスの姿勢を組織内でアピール  

        従業員への意識改革を促す (時代は変わった ) 

⑤  組織外部へのアピー ル…対消費者・投資家          

⑥会社法、金商法による内部統制システ ム整備や  

公益通報者保護法等への対応  

       内部統制システムの重要性の高まり  

⑦公共調達等の委託先に選定されるための要件になることも。  

「 適 切 な 内 部 通 報 制 度 が 整 備 さ れ て い る こ と は 、 委 託 事 業 に 係 る 不 正 等 の 未 然 防 止 ・ 早

期 発 見 に 資 す る こ と を 関 係 機 関 に 対 し 十 分 に 周 知 し て い く こ と が 重 要 」 （ 最 終 報 告 書 ）   

（ 例 ） 防 衛 省 は 、 計 341億 円 の 過 大 請 求 事 案 を 受 け た 再 発 防 止 策 を 平 成 24年 12月 に 公 表 し 、 「 社 内 の

不 正 防 止 及 び 法 令 遵 守 に 関 す る 体 制 」 と し て 、 「 通 報 窓 口 ・ 通 報 手 続 が 、 防 衛 関 連 事 業 に 従 事 す る 全

職 員 に 適 切 に 周 知 さ れ て い る 」 こ と 等 が 「 適 切 に 具 現 化 さ れ て い る か 、 契 約 締 結 に あ た っ て 文 書 に よ

り 確 認 を 求 め る 」 こ と と し て い る 。 （ 出 典 ： 「 三 菱 電 機 等 に よ る 過 大 請 求 事 案 の 概 要 及 び 再 発 防 止 策 に

つ い て 」 平 成 24年 12月 21日 )  

 

自 浄 作 用 の 重 要 性 ～  外 圧 に よ る 改 善 か 、 内 部 か ら の 取 り 組 み か  

      お 任 せ 、 お 上 頼 り の 弊 害  

     誰に 対して雇わ れているか （誰に 対する 忠実義務か）の再認識  

 

＊不祥事発覚リスクの高 まり ～炎 上必至の現代ネ ット 環境を 理 解せよ  

 成熟した 高度情報化社 会  

   ネ ッ ト社会で情報は一瞬に 世界中に 拡散  

   「忘れられる権利」は遠い 先の話で永久に 残る不祥事  

先送り した くても 先送り はでき ない  ～ 不祥事が確実に 露見する 時代に  

IT環境の劇的な 変化  →  隠蔽工作は不可能に なった ！  

      デジ タルデータは消えない （消えて いるようで消え ない）  
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写真も録音もいつでも簡単に でき る時代  

 ⇒どこでも不正の証拠は残り やすく、そ れが決定打に ！  

       このた め、 浅はかな対応が致命傷となる  

 

自 浄 作 用の 向 上＋ コ ンプ ラ イア ン ス 経 営の 推進  

＊ 消 費 者 、 取引 先 、 従 業 員 、 株 主 ・ 投資 家 、 債権 者 、 地 域 社会 等 を 始め と す る  

ス テ ー ク ホル ダー か らの 信 頼 獲得 に 資 する  

⇒  企 業 価 値の 向 上＋事 業 者 の持 続 的発 展  

リ ス ク 管理 ⇒ 高 品質 で安 全 ・ 安 心 な製 品 ・ サー ビ ス の 提 供  

企 業 の 社会 的 責任 を 果た し 、 社 会 経 済 全体 の 利 益 を 確 保す る  

 

＊ 経 営 トッ プの 責 務 と して  

（ 解 説 ｐ 3） 「事業者は、公正で透明性の高い組織文化を育み、組織の自浄作用を健全に発揮

させるため、経営トップの責務として、法令等を踏まえた内部公益通報対応体制を構築す

るとともに、事業者の規模や業種・業態等の実情に応じて一層充実した内部公益通報対応

の仕組みを整備・運用することが期待される。」  
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Ⅲ  内部通報制度の制度設計上の諸問題  

１  基本的考え方  

内部通報制度の定義～  通常の業務ラインとの関係  

会社が自らの責任と費用で窓口を設けている意義  

       内部統制によるコ ンプライアンスの推進  

 

事業者に求められる体制整備の具体的内容 

○ 事業者（行政機関を含む。）に次の事項を義務付け  

（中小事業者（従業員数  300人以下）は努力義務）  

 ・  公益通報対応業務従事者を定めること  

 ・  公益通報に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備  

その他の必要な措置（窓口設定、調査、是正措置、不利益取扱い及び通報に関す

る情報の漏えいの防止のための措置等）をとること  

 

事業者は、内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に関して公

益通報対応業務を行う者であり、かつ、当該業務に関して公益通報者を特定させ

る事項を伝達される者を、従事者として定めなければならない  

 

従事者として定めな け れ ば な らない者の 範囲   

「コ ンプライ ア ンス 部、総務部等の所 属部署の名称に かかわらず、内部公益通

報受付窓口において受け付ける内部公益通報に 関して 公益通報対応業務を 行う者

であ り 、かつ 、 当該業務に 関して 公益通報者を 特定させる事項を 伝達される者 であ る

かを 実質的に 判断して、従事者と して定める 。」  

 •  内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に関して公益通報対応業務を

行うことを主たる職務とする部門の担当者を従事者として定める。  

「それ以外の部門の担当者であっても、内部公益通報受付窓口において受け付ける内部

公益通報に関して公益通報対応業務を行う者であり、かつ、当該業務に関して公益通報者

を特定させる事項を伝達される者については、必要が生じた都度従事者として定める必要

がある。」  

通報者特定事項が伝達されない場合⇒監査役等を業務従事者に指定する必要はない。  

 

監 査 役 等 が 内 部 通 報 窓 口 と な っ て い な い 場 合 で も  

日本監査役協会 2022年 4月 25日報告  

「  Ｑ２－１－１．【監査役等が窓口部門等から定期的に報告を受ける場合（通報者特定事

項含む）】  内部通報に関する情報が監査役等に対し定期的に報告される体制が構築されて

おり、通報者特定事項も含む形で監査役等への報告がなされている場合には、監査役等は

業務従事者に指定される必要があるか。  

 Ａ２－１－１．  通報者特定事項が伝達されている以上、業務従事者に指定される必要が

あると考えられる。」  
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ただし、解説ｐ６「必要が生じた都度従事者として定める場合においては、従事者の指

定を行うことにより、社内調査等が公益通報を端緒としていることを当該指定された者に

事実上知らせてしまう可能性がある。そのため、公益通報者保護の観点からは、従事者の

指定をせずとも公益通報者を特定させる事項を知られてしまう場合を除いて、従事者の指

定を行うこと自体の是非について慎重に検討することも考えられる。」  

 

従事者を定める方法   

「従事者を定める方法として、従事者に対して個別に通知する方法のほか、内部規程等

において部署・部署内のチーム・役職等の特定の属性で指定することが考えられる。後者

の場合においても、従事者の地位に就くことを従事者となる者自身に明らかにする。  

 •  従事者を事業者外部に委託する際においても、同様に、従事者の地位に就くことが

従事者となる者自身に明らかとなる方法により定める。」  

   ⇒  契約書において、明示する。  

 

○ 公益通報者保護法第 11条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関

して、  その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針  

 １．内部公益通報について部門横断的に対応する体制の整備  

 (1) 内部公益通報受付窓口の設置等  

 (2) 組織の長その他幹部からの独立性の確保に関する措置  

 (3) 公益通報対応業務の実施に関する措置  

 (4) 公益通報対応業務における利益相反の排除に関する措置  

２．公益通報者を保護する体制の整備  

 (1) 不利益な取扱いの防止に関する措置  

 (2) 範囲外共有等の防止に関する措置   

３．内部公益通報対応体制を実効的に機能させるための措置  

 (1) 労働者等及び役員並びに退職者に対する教育・周知に関する措置  

 (2) 是正措置等の通知に関する措置  

 (3) 記録の保管、見直し・改善、運用実績の労働者等及び役員への開示に関する措置  

 (4) 内部規程の策定及び運用に関する措置  

 

（ 通 報 窓 口の 整 備 ）  ⇒窓 口 及び 受 付の 方 法 を明 確 に 定め 、 十 分 かつ継 続 的 に周 知  

 

解説ｐ７  「指針を遵守するための考え方や具体例  

  ある窓口が内部公益通報受付窓口に当たるかは、その名称ではなく、部門横断

的に内部公益通報を受け付けるという実質の有無により判断される。・・・  

  調査や是正に必要な措置について内部公益通報受付窓口を所管する部署や責任

者とは異なる部署や責任者を定めることも可能である。・・・  
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Ⅳ  内部通報制度を機能させるための 工夫と着眼点  

     自浄を促し、有効に機能させるための設計上の留意点  

「作ってはみたけれど…」となら ないよう に  

 

＜１＞通報を義務に するか、権利にするか？（一長一 短）  

    

義務づけ…個々の判断が困難、強 制困難（違反の場合は？）  

      努力義務又は単なる権利…「火中の栗」を拾うか？      

 

＜２＞通報の対象を何にするか？  

 （それぞれ一長一短、義務か権利かも関係）  

 

（ 巷 の 意 見 ）「 ほ と んどの 企 業 が通 報 より もはる か に 多い 不 満や 相 談の 対 応 に苦 慮 し て

お り 、 対 象 を 公益 通 報に 明 確に 限 定 し て くれ な い と 、 企 業 の 担 当部署 は より 苦 し く な る た

め 、 通 報 と 不 満 を 明確に 分 別 す る考 え 方 を 規格 と ガ イ ド ライ ン の両 方に 盛 り込 み 、 通 報

の み を 対 象 と し 、 不 満の 受 付 は別 規 程 （証 拠保 全 や 経営 へ の報 告 を免 除 又 は緩 和す る

等 ） で 対 応 し や す くす るべ き で あ る 。 」  ？？ ？  

 

 （選択肢）  

  重大な違法行為・不正に限る、重大な不正に絞る…違法行為に限る  

  コンプライアンス違反ならば些細に見えるものも通報の対象とする  

（例、取引先との接待等の報告）  

  企業倫理違反行為も含める。「提案等」も含めるか。  

質問や相談も幅広く受け付ける必要性    （ 規 程 例 ２ 条 ２項 ）  

  誹謗中傷・非難の取り 扱い…受け付けないが、禁止はし ない  

 

相 談 に 関 す る 記 載  ガ イ ド ラ イ ン ｐ ５   

「（従業員の意見の反映等）  

 ○ 内部通報制度の整備・運用に当たっては、従業員の意見・要望を反映したり、他の事

業者の優良事例を参照したりする等、従業員が安心して通報・相談ができる実効性の高い

仕組みを構築することが必要である。  

 （環境整備）  

 ○ 経営上のリスクに係る情報が、可能な限り早期にかつ幅広く寄せられるようにするた

め、通報窓口の運用に当たっては、敷居が低く、利用しやすい環境を整備することが必要

である。    

○ 通報窓口の利用者の疑問や不安を解消するため、各事業者の通報の取扱いや通報者保

護の仕組みに関する質問・相談に対応することが必要である。相談対応は事業者の実情に

応じて、通報窓口において一元的に対応することも可能である。」  

 

解 説 ｐ 8の 注12に同 趣旨 。  
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解説ｐ２０「＜仕組みや不利益な取扱いに関する質問・相談について＞  

  内部公益通報対応体制の仕組みの質問・相談（不利益な取扱いに関する質問・  相談を

含む。）については、内部公益通報受付窓口以外において対応することや、内部公益通報

受付窓口において一元的に対応することのいずれも可能である。」  

ｐ２２の注 44「内部公益通報対応体制の整備・運用に当たっては、労働者等及び役員の意

見・要望を反映したり、他の事業者の優良事例を参照したりする等、労働者等及び役員並

びに退職者が安心して通報・相談ができる実効性の高い仕組みを構築することが望まし

い。」  

（指針は、「内部公益通報」に焦点を絞ったことから、「相談」についてはトーンダウン？） 

解説ｐ２の注４「本解説では、法が定める内部公益通報への対応体制等について記載して

いるが、内部公益通報には該当しない、事業者が定める内部規程等に基づく通報について

も、本解説で規定する内容に準じた対応を行うよう努めることが望ましい。」  

 

た だ し 、 「 何 で も 相 談 」の よ う に 、 何 で も受 け 付け る と 、 混 乱 の 恐れ もあ る こ と か ら 、  

あ る 程 度の 役 割分 担 をす べ き  

 ⇒  臨 床 心 理 士 、 医学 的 ア プロー チ と か 、仕 事 の やり 方 など  

     こ れ ら は 相 談 者 本 人 の個 人 的 な利 益保 護 に 対応す る サー ビス  

   企 業 の コ ン プ ライア ン ス 問 題 は 、個 人 利益 の 保 護 と 区別 し な いと 、  

利 益 相 反の 観 点か ら も整 理 が 難 し く なる 。  

 

一 般 的 な 回答 のイ メ ージ   「 当窓口は、コンプライアンスに向けた自浄作用を推進し、風

通しの良い職場環境を醸成して、健全な企業活動のために会社からの依頼を受けて窓口対

応をしているものです。そのため、当職から、ご相談者様に一方的に有利な法的見解をお

伝えする立場にありません。以下の記述は本件の結論を述べるものではなく、あくまでも、

参考として、こういう見方もあるという程度のものとして、お読みになってください。…」 

 

＜３＞誰が通報者と なるのか、その保護対象は？  

 

ガイドライン （ 通 報 窓 口 の 利 用者 等 の範 囲 の拡 充 ）  幅広 くす る こ と を提 言 し て い た   

 通 報窓 口 の利 用 者の 範 囲 ： 従業 員 （ 契約社 員 、 パ ート タ イ マー 、 ア ル バイ ト 、 派 遣 社

員 等 を 含 む ） のほ か 、役 員 、 子 会 社 ・取 引 先の 従 業 員 、 退職 者 等   

 

解説ｐ１１「その他に推奨される考え方や具体例  

  コンプライアンス経営を推進するとともに、経営上のリスクに係る情報の早期把握の

機会を拡充するため、内部公益通報受付窓口の利用者及び通報対象となる事項の範囲につ

いては、例えば、以下のように幅広く設定し、内部公益通報に該当しない通報についても

公益通報に関する本解説の定めに準じて対応するよう努めることが望ましい。  

  通報窓口の利用者の範囲：法第２条第１項各号に定める者のほか、通報の日から１年

より前に退職した労働者等、子会社・取引先の従業員（退職した者を含む）及び役員  

  通報対象となる事項の範囲：法令違反のほか、内部規程違反等  
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→通報者の範囲を広く定める方法  （ 規 程 例 ２ 条 １ 項 ）  

  

 （論点）  役員とは？      取締役  ｖｓ  監査役  

       取引業者については？・・・社内規程の効力は及ばないが・・・。  

 

＜４＞  受付部署＝通報窓口の拡充  

拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ３ ５ 頁 参 照 ）  

解 説 ｐ ７  

「   内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 に つ い て は 、 事 業 者 内 の 部 署 に 設 置 す る の で は な く 、 事 業

者 外 部 （ 外 部 委 託 先 、 親 会 社 等 ） に 設 置 す る こ と や 、 事 業 者 の 内 部 と 外 部 の 双 方 に 設

置 す る こ と も 可 能 で あ る 。   ＜ ⇒  複 数 窓 口 の 設 置 ＞  

  組 織 の 実 態 に 応 じ て 、 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 が 他 の 通 報 窓 口 （ ハ ラ ス メ ン ト 通 報 ・

相 談 窓 口 等 ） を 兼 ね る こ と や 、 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 設 置 し た 上 、 こ れ と は 別 に 不 正

競 争 防 止 法 違 反 等 の 特 定 の 通 報 対 象 事 実 に 係 る 公 益 通 報 の み を 受 け 付 け る 窓 口 を 設

置 す る こ と が 可 能 で あ る 。 」  ＜ ⇒  通 報 者 に 選 択 し て も ら う ＞  

 

解 説 ｐ １ ２ 「○ い わ ゆ る 顧 問 弁 護 士 を 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 と す る こ と に つ い て は 、 顧 問 弁 護

士 に 内 部 公 益 通 報 を す る こ と を 躊 躇 す る 者 が 存 在 し 、 そ の こ と が 通 報 対 象 事 実 の 早 期 把 握 を 妨

げ る お そ れ が あ る こ と に も 留 意 す る 。 ま た 、 顧 問 弁 護 士 を 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 と す る 場 合 に

は 、 例 え ば 、 そ の 旨 を 労 働 者 等 及 び 役 員 並 び に 退 職 者 向 け に 明 示 す る 等 に よ り 、 内 部 公 益 通 報

受 付 窓 口 の 利 用 者 が 通 報 先 を 選 択 す る に 当 た っ て の 判 断 に 資 す る 情 報 を 提 供 す る こ と が 望 ま し

い 。  

 ○ 内 部 公 益 通 報 事 案 の 事 実 関 係 の 調 査 等 通 報 対 応 に 係 る 業 務 を 外 部 委 託 す る 場 合 に は 、

事 案 の 内 容 を 踏 ま え て 、 中 立 性 ・ 公 正 性 に 疑 義 が 生 じ る お そ れ 又 は 利 益 相 反 が 生 じ る お そ れ が

あ る 法 律 事 務 所 や 民 間 の 専 門 機 関 等 の 起 用 は 避 け る こ と が 適 当 で あ る 。 」  

Cf. 監査役と顧問弁護士は両立しない  

…ただ、多様な選択肢は、有意義（規程 例第３条参照）  

 

外部専門家の活用  ―  法律事務所、専門コ ンサルタント会社への委託等  

外部の法律事務所等を起用する理由  

①  実効性の確保、  犯人探しの防止  

②  告発者への事実上の不利益をでき るかぎり回避する  

③  弁護士に対する信用の利用  

守 秘 義 務の あ る弁 護 士を 加 え る こ と で 「 よ り機能 す るシ ス テ ム 」 を めざす  

 

解説ｐ８  望ましい事項として（ｐ９にも同趣旨）  

「 サ プ ラ イ チ ェ ー ン 等 に お け る コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 を 推 進 す る た め 、 関 係 会 社 ・ 取 引 先 を

含 め た 内 部 公 益 通 報 対 応 体 制 を 整 備 す る こ と や 、 関 係 会 社 ・ 取 引 先 に お け る 内 部 公 益 通 報

対 応 体 制 の 整 備 ・ 運 用 状 況 を 定 期 的 に 確 認 ・ 評 価 し た 上 で 、 必 要 に 応 じ 助 言 ・ 支 援 を す る こ



 

14 

 

と   

 中 小 企 業 の 場 合 に は 、 何 社 か が 共 同 し て 事 業 者 の 外 部 （ 例 え ば 、 法 律 事 務 所 や 民 間 の

専 門 機 関 等 ） に 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 委 託 す る こ と   

 事 業 者 団 体 や 同 業 者 組 合 等 の 関 係 事 業 者 共 通 の 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 設 け る こ と 」  

  ＊役割分担が重要。但し、複数の窓口の調整も必要  

  ＊中小企業は外部委託が効率的との意見も  

     

企業集団における内部通報制度の整備  

グループ企業としての取り組みの重要性  

企業ブランド全体へのインパクトの大きさ  

グループ全体のコンプライアンス態勢づくりが必要  

 

（ 通 報 窓 口の 拡 充 ）  経営 上 のリ ス ク に係 る 情報 を 把 握す る 機会 の 拡充  

解 説 ｐ ８ 「 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 設 置 す る 場 合 に は 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な 措 置 等 を 講 じ 、

経 営 上 の リ ス ク に か か る 情 報 を 把 握 す る 機 会 の 拡 充 に 努 め る こ と が 望 ま し い 。   

 子 会 社 や 関 連 会 社 に お け る 法 令 違 反 行 為 の 早 期 是 正 ・ 未 然 防 止 を 図 る た め 、 企 業 グ ル

ー プ 本 社 等 に お い て 子 会 社 や 関 連 会 社 の 労 働 者 等 及 び 役 員 並 び に 退 職 者 か ら の 通 報 を

受 け 付 け る 企 業 グ ル ー プ 共 通 の 窓 口 を 設 置 す る こ と  （ 同 趣 旨 は 解 説 ｐ ９ に も 記 載 ）  

解説ｐ８の注 13 、ｐ９の注１８ 「 子 会 社 や 関 連 会 社 に お い て 、 企 業 グ ル ー プ 共 通 の 窓 口 を 自

社 の 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 と す る た め に は 、 そ の 旨 を 子 会 社 や 関 連 会 社 自 身 の 内 部 規 程 等 に

お い て 「 あ ら か じ め 定 め 」 る こ と が 必 要 で あ る （ 法 第 ２ 条 第 １ 項 柱 書 参 照 ） 。 ま た 、 企 業 グ ル ー プ

共 通 の 窓 口 を 設 け た 場 合 で あ っ て も 、 当 該 窓 口 を 経 由 し た 公 益 通 報 対 応 業 務 に 関 す る 子 会 社

や 関 連 会 社 の 責 任 者 は 、 子 会 社 や 関 連 会 社 自 身 に お い て 明 確 に 定 め な け れ ば な ら な い 。 」  

 

解 説 ｐ １ ４ 「 そ の 他 に 推 奨 さ れ る 考 え 方 や 具 体 例  

   関 係 会 社 ・ 取 引 先 か ら の 通 報 を 受 け 付 け て い る 場 合 に お い て 、 公 益 通 報 者 が 当 該 関 係 会

社 ・ 取 引 先 の 労 働 者 等 又 は 役 員 で あ る 場 合 に は 、 通 報 に 係 る 秘 密 保 持 に 十 分 配 慮 し つ つ 、 可 能

な 範 囲 で 、 当 該 関 係 会 社 ・ 取 引 先 に 対 し て 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な 措 置 等 を 講 ず る こ と が 望 ま し

い 。  

   公 益 通 報 者 へ の フ ォ ロ ー ア ッ プ や 保 護 を 要 請 す る 等 、 当 該 関 係 会 社 ・ 取 引 先 に お い て 公

益 通 報 者 が 解 雇 そ の 他 不 利 益 な 取 扱 い を 受 け な い よ う 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る こ と  

   当 該 関 係 会 社 ・ 取 引 先 に お い て 、 是 正 措 置 等 が 十 分 に 機 能 し て い る か を 確 認 す る こ と  

 

イ ビデ ン 事件 の 教訓  

＊ 岐 阜 地裁 大 垣支 部 判決 平 成 ２ ７ 年 ８月 １ ８ 日判 決   

➡ セ ク ハ ラ を 否定 し て 、 請 求 棄 却 。  

＊ 控 訴 審 ・名 古 屋高 判平 成 ２ ８ 年 ７ 月 ２ ０日  

➡ セ ク ハ ラ を 認定 。 加害 者 、 親 会 社 、 子会 社２ 社 の 責 任 をす べ て認め た 。  

「 法 令 等 の 遵 守 に 関 す る 社 員 行 動 基 準 を 定 め ， 本 件 相 談 窓 口 を 含 む 本 件 法 令 遵 守 体 制 を
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整 備 し た こ と か ら す る と ， 人 的 ， 物 的 ， 資 本 的 に 一 体 と い え る 本 件 グ ル ー プ 会 社 の 全 従 業 員

に 対 し て ， 直 接 又 は そ の 所 属 す る 各 グ ル ー プ 会 社 を 通 じ て 相 応 の 措 置 を 講 ず べ き 信 義 則 上

の 義 務 を 負 う 」 と し て 、 親 会 社 の 担 当 者 が こ れ を 怠 っ た こ と に よ り 被 害 者 の 恐 怖 と 不 安 を 解

消 さ せ な か っ た 点 に 、 債 務 不 履 行 に 基 づ く 損 害 賠 償 責 任 を 認 め た 。  

＊ 最高裁判所判決平成 ３ ０ 年２ 月 １ ５ 日（親会社の み上告。加 害者、子 会社の責任は

是認）  ➡ 親 会 社 が 、 自 社 及 び 子 会 社 等 の グ ル ー プ 会 社 に お け る 法 令 遵 守 体 制 を 整 備 し 、

法 令 等 の 遵 守 に 関 す る 相 談 窓 口 を 設 け 、 現 に 相 談 へ の 対 応 を 行 っ て い た 場 合 に お い て 、 親

会 社 が 子 会 社 の 従 業 員 に よ る 相 談 の 申 出 の 際 に 求 め ら れ た 対 応 を し な か っ た こ と を も っ て 、

信 義 則 上 の 義 務 違 反 が あ っ た と は い え な い 。  

し か し 、 「 申 出 の 具 体 的 状 況 い か ん に よ っ て は ， 当 該 申 出 を し た 者 に 対 し ， 当 該 申 出 を 受

け ， 体 制 と し て 整 備 さ れ た 仕 組 み の 内 容 ， 当 該 申 出 に 係 る 相 談 の 内 容 等 に 応 じ て 適 切 に 対

応 す べ き 信 義 則 上 の 義 務 を 負 う 場 合 が あ る 。 」  た だ 、 本 件 で は 、 「 親 会 社 で 本 件 申 出 の 際

に 求 め ら れ た 被 害 者 に 対 す る 事 実 確 認 等 の 対 応 を し な か っ た こ と を も っ て ， 親 会 社 の 子 会 社

元 従 業 員 に 対 す る 損 害 賠 償 責 任 を 生 じ さ せ る こ と と な る 信 義 則 上 の 義 務 違 反 が あ っ た も の と

は い え な い 」 ・・・  

  

Ｑ  社 内 窓 口 で 、 女 性 担 当 者 も 必 要 で あ る が 、 既 存 の 部 署 で 対 応 す る た め に は 対 応 で き な い 部

分 も あ る 。 例 え ば 、 セ ク ハ ラ 問 題 に つ い て は 、 あ ら た に 専 用 窓 口 を 設 置 し た ほ う が よ い の か ？  

（論点）ハラスメント専門窓口の要否（内部通報窓口と別にすべきか？） 

・・・一部シンクタンク、コンサルファームが当初企業の内部通報窓口

とパワハラ相談窓口を分けることを方向付け、現場の混乱は倍加。  

しかし、 

①  ハラスメント防止法自体も公益通報者保護法の対象法令 

②  ハラスメント行為の裏側には多く不祥事の根が潜む 

③  内部通報窓口へ多くのハラスメント通報があり、区分けは無意味  

 …改正法で、「公益通報対応従事者」と定めずに対応することの困難性。 

ハラスメント専門窓口については、通報者の選択に委ねるならばOK 

 

監査役監査基準 （日 本監査役協会  令和 3年 12月 16日改定版）  

第 21条 4項  （ 監 査 役 へ の 報 告 に 関 す る 体 制 等 ）  

「 会 社 に 内 部 通 報 シ ス テ ム が お か れ て い る と き に は 、 監 査 役 は 、 重 要 な 情 報 が 監 査 役 に も

提 供 さ れ て い る か 及 び 通 報 を 行 っ た 者 が 通 報 を 行 っ た こ と を 理 由 と し て 不 利 な 取 扱 い を 受 け

な い こ と が 確 保 さ れ て い る か を 確 認 し 、 そ の 内 部 通 報 シ ス テ ム が 企 業 集 団 を 含 め 有 効 に 機 能

し て い る か を 監 視 し 検 証 し な け れ ば な ら な い 。 監 査 役 は 、 内 部 通 報 シ ス テ ム か ら 提 供 さ れ る 情

報 を 監 査 職 務 に 活 用 す る よ う 努 め る 。 」  

 

日本監査役協会 2022年 4月 25日報告  

監査役等が内部通報窓口の一つとなっている場合  

 Ｑ１－１  ⇒「所定の要件を満たす者が「業務従事者に指定される必要がある点について、

監査役等であっても変わりはない。」  
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Ａ１－２－１．通報者特定事項が共有される以上、監査役会等のメンバー全員が要件を満

たし、業務従事者に指定される必要があると考えられる。  

Ａ１－２－２．  通報者特定事項が伝達されない場合には指定の要件を満たさないことから、

内部通報窓口となっている常勤の監査役等のみを業務従事者に指定すれば足りる。なお、

他の監査役等も、個別の事例において、実際に調査及び是正のために通報者特定事項を共

有する必要が生じた場合には、その都度、業務従事者に指定する必要がある。  

Ａ１－３－２．・・・補助使用人も、個別の事例において、実際に調査及び是正のために

通報者特定事項を共有する必要が生じた場合には、その都度、業務従事者に指定する必要

がある。」  

 

Q 監査役は、内部通報に 関する情報開示を 、どこまで 求めることが でき るか？  

 

日 本 監 査 役 協 会 2022 年 4 月 25 日 報 告 で 「 改 正 法 が 監 査 役 等 の 監 査 権 限 に 及 ぼ す 影 響 」 を 検 討 。

⇒  「 改 正 公 益 通 報 者 保 護 法 第 15 条 の 報 告 徴 収 並 び に 助 言 、 指 導 及 び 勧 告 の 対 象 と な っ た り 同 第

16 条 の 公 表 の 対 象 と な る こ と が あ る に と ど ま り 、 監 査 役 等 の 監 査 権 限 の 行 使 が そ れ に よ っ て 制 約 さ

れ る も の で は な い 。 」  

 

例 外 的 に 、 監 査 役 等 へ の 情 報 提 供 は 「 正 当 な 理 由 」 が あ り 、 改 正 法 第 12 条 の 違 反 に は 当 た ら な

い 場 合 と は ？  

「 Ａ ２ － ５ ．  「 正 当 な 理 由 」 の 例 と し て は 、 「 公 益 通 報 者 本 人 の 同 意 が あ る 場 合 の ほ か 、 法 令 に 基

づ く  場 合 や 、 調 査 等 に 必 要 で あ る 範 囲 の 従 事 者 間 で 情 報 共 有 す る 場 合 等 が 想 定 さ れ る 。 ま た 、 ハ

ラ ス メ ン ト が 公 益 通 報 に 該 当 す る 場 合 等 に お い て 、 公 益 通 報 者 が 通 報 対 象 事 実 に 関 す る 被 害 者 と

同 一 人 物 で で あ る 等 の た め に 、 調 査 等 を 進 め る 上 で 、 公 益 通 報 者 の 排 他 的 な 特 定 を 避 け る こ と が

著 し く 困 難 で あ り 、 当 該 調 査 等 が 法 令 違 反 の 是 正 等 に 当 た っ て や む を 得 な い も の で あ る 場 合 」 （ 「 公

益 通 報 者 保 護 法 に 基 づ く 指 針 等 に 関 す る 検 討 会 報 告 書 」 19 頁 脚 注  32） が 考 え ら れ る 。 」  

 

＜５＞対応担当者の独立性  

    特に、通報に関する秘密情報を共有する範囲に配慮  

  

解 説 ｐ ９  

「  組織の長その他幹部からの独立性を確保する方法として、例えば、社外取締役や監査

機関（監査役、監査等委員会、監査委員会等）にも報告を行うようにする、社外取締役や

監査機関からモニタリングを受けながら公益通報対応業務を行う等が考えられる。  

  組織の長その他幹部からの独立性を確保する方法の一環として、内部公益通報受付窓

口を事業者外部（外部委託先、親会社等）に設置することも考えられる。単一の内部公益

通報受付窓口を設ける場合には当該窓口を通じた公益通報に関する公益通報対応業務に

ついて独立性を確保する方法のほか、複数の窓口を設ける場合にはそれらのうち少なくと

も一つに関する公益通報対応業務に独立性を確保する方法等、事業者の規模に応じた方法

も考えられる。」  
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解説ｐ９「その他に推奨される考え方や具体例  

  組織の長その他幹部からの独立性を確保するために、例えば、以下のような措置等を

とることが考えられる。  

  企業グループ本社等において子会社や関連会社の労働者等及び役員からの通報を受け

付ける企業グループ共通の窓口を設置すること  

  関係会社・取引先を含めた内部公益通報対応体制を整備することや、関係会社・取引

先における内部公益通報対応体制の整備・運用状況を定期的に確認・評価した上で、必要

に応じ助言・支援をすること」  

解説ｐ７「   調査・是正措置の実効性を確保するための措置を講ずることが必要であ

る。例えば、公益通報対応業務の担当部署への調査権限や独立性の付与、必要な人員

・予算等の割当等の措置が考えられる。」  

 

⇔  必 要 な 能 力 ・  適 性を 有 す る担 当 者 を配 置 ＋ 十 分 な 教育 ・ 研 修 。  

 ○  内 部通 報 制度 の 運 営 を 支 え る 担当 者 の意欲 ・ 士 気 を 発揚 する 人事 考 課  

コ ン プ ライ ア ン ス経 営 推進 に 対す る 担 当 者の 貢献 を 、 積 極 的に 評 価  

 

解 説 ｐ ５ の 注 ７ 「実効性の高い内部公益通報制度を運用するためには、公益通報者対応、調

査、事実認定、是正措置、再発防止、適正手続の確保、情報管理、周知啓発等に係る担当

者の誠実・公正な取組と知識・スキルの向上が重要であるため、必要な能力・適性を有す

る者を従事者として配置することが重要である。」  

⇒  法務コンプライアンス部署の専門性強化の必要性  

 

（ 最 終 報 告書 ） →  担当者 の 能 力や 配 置状 況 等に つ い て も評 価 対象 と す る こ と が適 当  

「 内 部 通 報制 度 を 支 える 担 当 者等 の 個人 の 能力 ・ 功 績 を 評価 し 、 担 当者 等 の 意欲 ・ 士

気 を 高 め る 方策 を 検 討し て い く こ と も 考 え ら れる 。  

な お 、 内 部 通 報 制度 の整 備 ・ 運 用に 関す る知識 ・ 経 験 を 有 し 、 制度 の適 切 な 整 備 ・運

用 、 事 業 者に 対す る 指導 ・ 助 言 、 ガイ ド ラ イ ンへ の 適 合状 況 の評 価 等を 適 切 に 実施 し 得

る 人 材 ・ 専門 家 を 育成し て い く こ と も 重 要 で ある 。  」  

 

法令違反等に対する社内調査 ・是正措置の実効性の向上   

・ ・ ・主なポ イ ント として「 社内担当部署に よる調査・ 是正等を 実効的な ものとするた

めの仕 組の整備（例： 担当部署への調査権限の 付与、関係者の調査協 力の促進・義

務化など）」  ⇒  内部規程 に 明確化する必要性 （解説ｐ ２ ３ ）      

 

＜６＞受付方法とその対応方法  

 

電 子 メ ール 、 口 頭 、 面談 、 書 面 そ の他  

解 説 ｐ １ ５ 「内部公益通報受付窓口を経由した内部公益通報の受付方法としては、電話、

FAX、電子メール、ウェブサイト等、様々な手段が考えられるが、内部公益通報を受け付け
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る際には、専用の電話番号や専用メールアドレスを設ける、勤務  時間外に個室や事業所外

で面談する」  ⇒  通 報 者 の 秘密 を 守 る こ とが 重 要  

 

 内 部通 報 フ ォー ム の是 非  

   質 の 維 持 に と っ ては メ リ ッ ト あり 。 強 制 した 場 合 の 使い に く さ の問 題 あり  

事 実 関 係の 調 査 と 処理の 基 本 ルー ルの 明 示 ・・ ・ 信 頼 で き る シ ス テムに する た め に  

 

＊実名 (顕名 )通報を原則とするか、匿名通報を原 則とするか  

 

解説ｐ １０  「指針を遵守するための考え方や具体例  

   内 部 公 益 通 報 対 応 の 実 効 性 を 確 保 す る た め 、 匿 名 の 内 部 公 益 通 報 も 受 け 付 け る こ と が 必 要

で あ る 。  匿 名 の 公 益 通 報 者 と の 連 絡 を と る 方 法 と し て 、 例 え ば 、 受 け 付 け た 際 に 個 人 が 特 定 で

き な い メ ー ル ア ド レ ス を 利 用 し て 連 絡 す る よ う 伝 え る 、 匿 名 で の 連 絡 を 可 能 と す る 仕 組 み （ 外 部 窓

口 か ら 事 業 者 に 公 益 通 報 者 の 氏 名 等 を 伝 え な い 仕 組 み 、 チ ャ ッ ト 等 の 専 用 の シ ス テ ム 等 ） を 導 入

す る 等 の 方 法 が 考 え ら れ る 。 」  

「 注 19 匿 名 の 通 報 で あ っ て も 、 法 第 ３ 条 第 １ 号 及 び 第 ６ 条 第 １ 号 に 定 め る 要 件 を 満 た す 通 報 は 、

内 部 公 益 通 報 に 含 ま れ る 。   

注 20 「 外 部 窓 口 」 と は 、 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 事 業 者 外 部 （ 外 部 委 託 先 、 親 会 社 等 ） に 設 置

し た 場 合 に お け る 当 該 窓 口 を い う 。   

注 21 匿 名 で 公 益 通 報 者 と 事 業 者 と の 間 の 連 絡 を 仲 介 す る サ ー ビ ス を 提 供 す る 事 業 者 も 存 在 す

る 」  

 

内部通報者の保護… 不 利 益 処 分 ・ 報 復 の 禁 止 と 匿 名 性 確 保  

     通 報 者 の 同 意 に 基 づ く 情 報 開 示 （ 通 報 者 の 自 己 決 定 権 ）  

     （ 個 人 情 報 保 護 法 と の 関 係 も 留 意 ）  

    

匿名の通報・告発を 、どう考えるか  

    受け付ける…告発の促進  （ 規 程 例 ６ 条 ３ 項 ）  

    受け付けない …無責任な告発の防止、  

      通報の誠実性確保、調査の便宜をどう考えるか、  

フィードバックについ ての問題  

 

内 閣 府 「 民間 事 業者 に お け る 通 報処 理 制度 の実 態 調 査報 告 書 」 （ ２ ００ ７ 年 １ ０ 月 公 表 ）  

既に ８ 割 の企業で 匿名に よる通報（条件付きも含む ）を 受け 付けてい た 。  

 

も っ と も 、 証 券 取 引 等 監 視 委 員 会 は 、 匿 名 通 報 を 希 望 す る 場 合 に は 、 「 公 益 通 報 又 は そ れ に

準 ず る 通 報 」 と し て 取 扱 わ な い が 、 一 般 的 な 情 報 提 供 と し て 活 用 す る べ く 、 当 委 員 会 設 置 の

「 情 報 提 供 窓 口 」 へ の 情 報 提 供 を 促 し て い る 等 と い う 例 も あ る 。

https://www.fsa.go.jp/sesc/koueki/koueki.htm  

https://www.fsa.go.jp/sesc/watch/index.html
https://www.fsa.go.jp/sesc/koueki/koueki.htm
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Ｑ  匿 名 の 通報 につ いて 、 内 部 規 程 で 明確 にす る 必要 は あ る か？  

 

＜ ７ ＞ 是 正 措 置 の 実 施  

 

権限者による是正措置  

違法行為の排除、 

人事異動、注意喚起、特別研修等の指導 

懲戒処分など 

 

日本監査役協会 2022 年 4 月 25 日報告  

「 Ｑ ２ － ３ ． 【 監 査 役 等 が 監 査 に 係 る 権 限 を 行 使 す る 場 合 】  

 監 査 役 等 が 、 単 に 報 告 を 受 け る だ け で な く 、 会 社 法 上 付 与 さ れ て い る 権 限 （ 調 査 権 、 報  

告 徴 求 権 、 取 締 役 の 目 的 外 行 為 そ の 他 法 令 ・ 定 款 違 反 行 為 の 差 止 請 求 権 ） を 行 使 し 、 通 報

者 特 定 事 項 を 入 手 す る 場 合 、 監 査 役 等 は 業 務 従 事 者 に 指 定 さ れ る 必 要 が あ る か 。  

 Ａ ２ － ３ ．  上 記 権 限 の 行 使 が 「 内 部 公 益 通 報 の 受 付 、 調 査 、 是 正 に 必 要 な 措 置 に つ い て 、

主 体 的 に 関 与 、 又 は 、 重 要 部 分 に つ い て 関 与 」 し て い る 者 は 、 公 益 通 報 対 応 業 務 に 従 事 し

て い る と 評 価  さ れ る こ と か ら 、 業 務 従 事 者 に 指 定 さ れ る 必 要 が あ る 。  

 Ｑ ２ － ４ ． 【 指 定 の 必 要 が 生 じ た 際 の 対 応 】  

 「 Ａ ２ － ４ ． 監 査 役 等 が 自 ら の 権 限 行 使 に よ っ て 、 通 報 者 特 定 事 項 を 保 有 ・ 管 理 し て い た 業

務 従 事 者 か ら 当 該 情 報 を 入 手 す る 際 に は 、 事 業 者 の 側 に お い て 当 該 監 査 役 等 の 業 務 従 事

者 へ の 指 定 が 行 わ れ る こ と に な る 。  

 

＜ ８ ＞ 通 報 者 等 の 保 護  

そ の 目 的 は 何 か ？  

  ⓵ 誠 実 な 通 報 の 確 保  

… 匿 名 性 の 確 保 、 不 祥 事 防 止 の 積 極 的 な 推 進  

②  不 当 介 入 の 防 止  

③  調 査 妨 害 の 防 止  

通 報 者 保 護 の 最 重 要 ポ イ ン ト  →  可 能 な 限 り の 匿 名 性 の 確 保  

マ イ ナ ス 評 価 へ の 事 実 上 の リ ス ク 回 避 の シ ス テ ム  

 

解 説 ｐ １ ４ 「  公益通報者を特定させる事項を不当な目的に利用した者についても、懲戒処

分その他適切な措置を講ずることが望ましい。」  

解 説 ｐ １ ５ ～ １ ６  

「 ③  指 針 を 遵 守 す る た め の 考 え 方 や 具 体 例  

   範 囲 外 共 有 を 防 ぐ た め の 措 置 と し て 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な も の 等 が 考 え ら れ る 。  

   通 報 事 案 に 係 る 記 録 ・ 資 料 を 閲 覧 ・ 共 有 す る こ と が 可 能 な 者 を 必 要 最 小 限 に 限 定 し 、 そ の

範 囲 を 明 確 に 確 認 す る 。  
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   通 報 事 案 に 係 る 記 録 ・ 資 料 は 施 錠 管 理 す る  

   内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 を 経 由 し た 内 部 公 益 通 報 の 受 付 方 法 と し て は 、 電 話 、 FAX、 電 子

メ ー ル 、 ウ ェ ブ サ イ ト 等 、 様 々 な 手 段 が 考 え ら れ る が 、 内 部 公 益 通 報 を 受 け 付 け る 際 に は 、 専 用

の 電 話 番 号 や 専 用 メ ー ル ア ド レ ス を 設 け る 、 勤 務 時 間 外 に 個 室 や 事 業 所 外 で 面 談 す る  

   公 益 通 報 に 関 す る 記 録 の 保 管 方 法 や ア ク セ ス 権 限 等 を 規 程 に お い て 明 確 に す る  

   公 益 通 報 者 を 特 定 さ せ る 事 項 の 秘 匿 性 に 関 す る 社 内 教 育 を 実 施 す る  

   公 益 通 報 に 係 る 情 報 を 電 磁 的 に 管 理 し て い る 場 合 に は 、 公 益 通 報 者 を 特 定 さ せ る 事 項 を

保 持 す る た め 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 上 の 対 策 等 を 講 ず る 。  

   当 該 情 報 を 閲 覧 す る こ と が 可 能 な 者 を 必 要 最 小 限 に 限 定 す る  

   操 作 ・ 閲 覧 履 歴 を 記 録 す る  

   通 報 者 の 探 索 を 行 う こ と を 防 ぐ た め の 措 置 と し て 、 例 え ば 、 通 報 者 の 探 索 は 行 っ て は な ら

な い 行 為 で あ っ て 懲 戒 処 分 そ の 他 の 措 置 の 対 象 と な る こ と を 定 め 、 そ の 旨 を 教 育 ・ 周 知 す る こ と

等 が 考 え ら れ る 。  

   懲 戒 処 分 そ の 他 適 切 な 措 置 を 行 う 際 に は 、 範 囲 外 共 有 が 行 わ れ た 事 実 の 有 無 に つ い て

は 慎 重 に 確 認 し 、 範 囲 外 共 有 を 実 際 に 行 っ て い な い 者 に 対 し て 誤 っ て 懲 戒 処 分 そ の 他 の 措 置

を 行 う こ と の な い よ う 留 意 す る 必 要 が あ る 。  

  内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 の 担 当 者 以 外 の 者 （ い わ ゆ る 上 司 等 ） も 内 部 公 益 通 報 を 受 け る こ

と が あ る 。 こ れ ら 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 の 担 当 者 以 外 の 者 に つ い て は 、 従 事 者 と し て 指 定 さ れ

て い な い こ と も 想 定 さ れ る が 、 そ の 場 合 で あ っ て も 、 事 業 者 に お い て 整 備 ・ 対 応 が 求 め ら れ る 範

囲 外 共 有 等 を 防 止 す る 体 制 の 対 象 と は な る も の で あ り 、 当 該 体 制 も 含 め て 全 体 と し て 範 囲 外 共

有 を 防 止 し て い く こ と が 必 要 で あ る 。 」  

 ④  そ の 他 に 推 奨 さ れ る 考 え 方 や 具 体 例  

 ＜ 受 付 時 の 取 組 等 に つ い て ＞  

   外 部 窓 口 を 設 け る 場 合 、 例 え ば 、 公 益 通 報 者 を 特 定 さ せ る 事 項 は 、 公 益 通 報 者 を 特 定 し

た 上 で な け れ ば 必 要 性 の 高 い 調 査 が 実 施 で き な い 等 の や む を 得 な い 場 合 を 除 い て 、 公 益 通 報

者 の 書 面 や 電 子 メ ー ル 等 に よ る 明 示 的 な 同 意 が な い 限 り 、 事 業 者 に 対 し て も 開 示 し て は な ら な

い こ と と す る 等 の 措 置 を 講 ず る こ と も 考 え ら れ る 。  

   公 益 通 報 の 受 付 時 に は 、 例 え ば 、 範 囲 外 共 有 を 防 ぐ た め に 、 通 報 事 案 に 係 る 記 録 ・ 資 料

に 記 載 さ れ て い る 関 係 者 （ 公 益 通 報 者 を 含 む 。 ） の 固 有 名 詞 を 仮 称 表 記 に す る こ と 等 も 考 え ら れ

る 。 ・ ・ ・ 」  

 

＜民間事業者向けガイ ドライ ン の記載＞  

「 通 報 者 の特 定に つ なが り 得る 情 報は 、 通 報者 の 書 面や 電 子 メー ル等 に よ る明 示 の同

意 が な い 限り 、 事 業 者に も 開示 し て は な ら ない こ と と す る 等の 措 置を 講 じ る こ と が 必 要 」   

「 通 報者 の 所属 ・ 氏名 等 や 当該 事 案が 通 報を 端 緒 と す る も の である こ と 等 、 通 報 者の

特 定 につ な が り得 る 情報 は 、 通 報 者の 書 面や電 子 メ ー ル 等 によ る 明示 の 同 意が な い 限

り 、 情 報 共有 が 許 さ れる 範 囲 外に は 開示 し な い 。  

 通 報者 の 同意 を 取 得す る 際に は 、 開示 する目 的 ・ 範 囲 、 氏名 等 の開 示 に よっ て 生

じ 得 る 不 利 益に つい て 明 確 に 説明す る 。  ➡  開 示 を 避 け て 、 「 調査 し な い 」 に 誘 導？  

   何 人も 通 報者 を探 索 し て は な ら な い こ とを 明 確 にす る  
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   こ れ らの こ と を 、 経 営 幹 部及 び全 て の 従業 員 に 周知 徹 底する   

○  実 効 的 な調 査 ・ 是正措 置 を 行 う た めに 、 経営 幹 部 や調 査 協力 者 等に 対 し て 通 報者

の 特 定 につ な がり 得 る情 報 を 伝 達す る こ とが真 に 不 可欠 で ある 場 合、  

通 報 者 から の 上記 同 意を 取 得  ＋  伝達 す る 範囲 を 必 要 最小 限 に限 定  

 ＋ 伝 達す る相 手 にはあ ら か じ め 秘密 保 持 を誓 約 さ せ る  

 ＋ 当 該 情報 の 漏 えいは 懲 戒 処分 等 の対 象 とな る 旨 の 注意 喚 起 をする  等 の 措 置必 要  

  

外 部 窓 口担 当 者の 秘 密保 持 ⇒ 外部 窓 口担 当 者に よ る 秘密 保 持の 徹 底も 明 確に する  

 

解 説 ｐ １ ３ ～ １ ４ 「指針を遵守するための考え方や具体例  

   「 不 利 益 な 取 扱 い 」 の 内 容 と し て は 、 法 第 ３ 条 か ら 第 ７ 条 ま で に 定 め る も の を 含 め 、 例 え ば 、

以 下 の よ う な も の 等 が 考 え ら れ る 。  

   労 働 者 等 た る 地 位 の 得 喪 に 関 す る こ と （ 解 雇 、 退 職 願 の 提 出 の 強 要 、 労 働 契 約 の 終 了 ・ 更

新 拒 否 、 本 採 用 ・ 再 採 用 の 拒 否 、 休 職 等 ）  

   人 事 上 の 取 扱 い に 関 す る こ と （ 降 格 、 不 利 益 な 配 転 ・ 出 向 ・ 転 籍 ・ 長 期 出 張 等 の 命 令 、 昇 進

・ 昇 格 に お け る 不 利 益 な 取 扱 い 、 懲 戒 処 分 等 ）  

   経 済 待 遇 上 の 取 扱 い に 関 す る こ と （ 減 給 そ の 他 給 与 ・ 一 時 金 ・ 退 職 金 等 に お け る 不 利 益 な

取 扱 い 、 損 害 賠 償 請 求 等 ）  

   精 神 上 ・ 生 活 上 の 取 扱 い に 関 す る こ と （ 事 実 上 の 嫌 が ら せ 等 ）  

   不 利 益 な 取 扱 い を 防 ぐ た め の 措 置 と し て 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な も の 等 が 考 え ら れ る 。  

   労 働 者 等 及 び 役 員 に 対 す る 教 育 ・ 周 知  

   内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 に お い て 不 利 益 な 取 扱 い に 関 す る 相 談 を 受 け 付 け る こ と  

  被 通 報 者 が 、 公 益 通 報 者 の 存 在 を 知 り 得 る 場 合 に は 、 被 通 報 者 が 公 益 通 報 者 に 対 し て 解 雇

そ の 他 不 利 益 な 取 扱 い を 行 う こ と が な い よ う 、 被 通 報 者 に 対 し て 、 そ の 旨 の 注 意 喚 起 を す る 等 の

措 置 を 講 じ 、 公 益 通 報 者 の 保 護 の 徹 底 を 図 る こ と  

   不 利 益 な 取 扱 い を 受 け て い な い か を 把 握 す る 措 置 と し て 、 例 え ば 、 公 益 通 報 者 に 対 し て 能

動 的 に 確 認 す る 、 不 利 益 な 取 扱 い を 受 け た 際 に は 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 等 の 担 当 部 署 に 連 絡

す る よ う そ の 旨 と 当 該 部 署 名 を 公 益 通 報 者 に あ ら か じ め 伝 え て お く 等 が 考 え ら れ る 。  

   法 第 ２ 条 に 定 め る 「 処 分 等 の 権 限 を 有 す る 行 政 機 関 」 や 「 そ の 者 に 対 し 当 該 通 報 対 象 事 実 を

通 報 す る こ と が そ の 発 生 又 は こ れ に よ る 被 害 の 拡 大 を 防 止 す る た め に 必 要 で あ る と 認 め ら れ る

者 」 に 対 し て 公 益 通 報 を す る 者 に つ い て も 、 同 様 に 不 利 益 な 取 扱 い が 防 止 さ れ る 必 要 が あ る ほ

か 、 範 囲 外 共 有 や 通 報 者 の 探 索 も 防 止 さ れ る 必 要 が あ る 。 」  

 

＜参考事例＞福岡地判令和３年６月８日、強要未遂被告事件 

郵 便 局 長 で あ る 被 告 人 が 、 自 ら の 二 男 に つ い て な さ れ た 内 部 通 報 を 行 っ た の が 被 害

者 な の で は な い か と 考 え 、 郵 便 局 長 で あ る 被 害 者 に 対 し 、 「 局 長 の 名 前 が 載 っ ち ょ っ た

ら 、 そ い つ ら は 、 俺 が 辞 め た 後 も 絶 対 潰 す 」 「 辞 め さ せ る ま で 追 い 込 む ぞ 」 な ど と 言 い 、

内 部 通 報 を 行 っ た こ と を 認 め さ せ よ う と し た が こ れ を 遂 げ な か っ た 、 と い う 強 要 未 遂 事 件

で 、 被 告 人 を 懲 役 １年 （執 行 猶 予 ３年 ） に処 し た （ 裁 判 所ウ ェ ブ サ イ ト ）  
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＊報復的な懲戒処分が無効とされる事例も散見される。 

＜参考事例＞ 

神戸地判令和２年１２月３日、社会福祉法人むぎのめ事件 

本 件 解 雇 の 解 雇 理 由 説 明 書 に 記 載 さ れ た 解 雇 理 由 （ 元 職 員 は ， 問 題 が な く な っ た の

に ， 伊 丹 事 務 所 だ け で な く ， 川 西 市 や 国 に も 通 報 し た こ と 等 ） に つ い て ， ・ ・ ・ 本 件 解 雇 に

は 客 観 的 に 合 理 的 な 理 由 が あ る と ま で は 認 め ら れ ず ， 法 人 は ， 元 職 員 に 対 す る 十 分 な

指 導 ・ 注 意 を 行 わ ず ， 法 人 内 部 で の 検 討 も 経 な い で 本 件 解 雇 に 至 っ た も の で あ り ， ・ ・ ・

社 会 的 相 当 性 が あ る もの と は 認 め ら れ な い か ら ， 本 件 解 雇 は 権 利 を 濫 用 し た も の と し て

無 効 で あ る と さ れ た 。  

 

大 阪 高 判 令 和 ２ 年 ６ 月 １ ９ 日 、 京 都 市 （ 児 童 相 談 所 職 員 ） 事 件 （ 上 告 受 理 申 立 て 、 労 働

判 例 １ ２ ３ ０ 号 ５ ６ 頁 ）  

 一 審 も 高 裁 も 、 当 該 職 員 は 、 反 省 の 態 度 を 示 し て お り 、 職 員 に 懲 戒 処 分 歴 は な く 、 人

事 評 価 も 良 好 で あ り 、 勤 務 態 度 も 熱 心 と 評 価 さ れ て お り 、 懲 戒 処 分 は ， 「 内 部 告 発 に 対 す る

報 復 」 と い っ た 不 当 な 目 的 な い し 動 機 に よ る 処 分 と の 評 価 は で き な い が 、 本 件 行 為 １ か ら ３ ま で

及 び 内 部 通 報 を 行 っ た の も 、 職 務 熱 心 の 余 り の こ と と 評 価 で き 、 本 件 行 為 ２ に 対 す る 停

職 ３ 日 の 懲 戒 処 分 は 重 き に 失 す る と い わ ざ る を 得 な い か ら 、 本 件 懲 戒 処 分 は 違 法 で あ

る と さ れ 、 そ の 取 消 し 請求 を 認 容 し た 。  

 

＜ ９ ＞  社 内 リ ニ エ ン シ ー の 考 え 方 （ 規 程 例 １ １ 条 ５ 項 ）  

 

解 説 ｐ １ １ 「  法 令 違 反 等 に 係 る 情 報 を 可 及 的 速 や か に 把 握 し 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 の 推  進

を 図 る た め 、 法 令 違 反 等 に 関 与 し た 者 が 、 自 主 的 な 通 報 や 調 査 協 力 を す る 等 、 問 題 の 早 期 発 見

・ 解 決 に 協 力 し た 場 合 に は 、 例 え ば 、 そ の 状 況 に 応 じ て 、 当 該 者 に 対 す る 懲 戒 処 分 等 を 減 免 す

る こ と が で き る 仕 組 み を 整 備 す る こ と 等 も 考 え ら れ る 。 」 ＜ 所 謂「 社 内リ ニエン シ ー 」  

リ ニ エ ン シ ー の 考 え 方 を 内 部 通 報 制 度 に 応 用 す る も の  

不 正 関 与 者 本 人 か ら の 通 報 の 取 扱 い  

   ペ ナ ル テ ィ の 軽 減 を ル ー ル 化 す る 是 非  

    

社 内 リ ニエ ンシ ー の 具体 的 な イ メー ジ （上 司 と部 下 が 共 同 し て 不 正 実行 し た 場 合 ）  

 上 司 が 言 い出 し 、 部 下 が 通 報         リ ニ エン シー 適 切  

部 下 が 言 い出 し 、 上 司が 通 報         不 適 切 （ 上 司は 監 督 で事前 予 防す べ き ）  

上 司 が 言 い出 し て 通 報し 、 部 下 が 不 正実 行  不 適 切 （ 上司 の 抜け 駆け ）  

部 下 が 言 い出 し て 通 報し 、 上 司 が 不 正実 行  不 適 切 （ 上司 は 監督 で事 前 予 防 す べ き ）  

 

通 報 協 力 者 、 調 査 協 力 者 等 に 対 す る 保 護 も 重 要  
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＜１０＞ルール作り …透明性の高いルールの策定  

         （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ １ ０ 頁 ～ ）  

 

保護ルールの明示  ⇒  社内ル ールの策定  

 

受付～解決後のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ体制等のあり 方、匿名通報者に対する 対応まで  

 

解 説 ｐ １ ５ 「 公益通報に関する記録の保管方法やアクセス権限等を規程において明確に

する」  

 

解 説 ｐ ２ ３  

指針本文   この指針において求められる事項について、内部規程において定め、また、

当該規程の定めに従って運用する。   

指針の趣旨    

「事業者において、指針に沿った内部公益通報対応体制の整備等を確実に行うに  当たっ

ては、指針の内容を当該事業者において守るべきルールとして明確にし、担当者が交代す

ることによって対応が変わることや、対応がルールに沿ったものか否かが不明確となる事

態等が生じないようにすることが重要であり、その観点からはルールを規程として明確に

定めることが必要となる。調査の権限が定められていなければ、例えば、調査の対象者に

おいて調査に従うべきか疑義が生じ、実効的な調査が実施できない場合もある。また、規

程に沿って運用がされなければ規程を定める意味がない。」  

「その他に推奨される考え方や具体例  

  内部公益通報の受付から調査・是正措置の実施までを適切に行うため、幹部を責任者

とし、幹部の役割を内部規程等において明文化することが望ましい。  

  労働者等及び役員は、例えば、担当部署による調査に誠実に協力しなければな  らない

こと、調査を妨害する行為はしてはならないこと等を、内部規程に明記す  ることが望ま

しい。  

 

＜１１＞社内研修の活用  （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ２ ４ 頁 以 下 ）  

 （ 規 程 例 １ ９ 条 ）  

 

解説ｐ １ ８ ～１９  

「 指 針 を 遵 守 す る た め の 考 え 方 や 具 体 例  

＜ 労 働 者 等 及 び 役 員 並 び に 退 職 者 に 対 す る 教 育 ・ 周 知 に つ い て ＞  

   公 益 通 報 受 付 窓 口 及 び 受 付 の 方 法 を 明 確 に 定 め 、 そ れ ら を 労 働 者 等 及 び 役 員 に 対 し 、 十 分

か つ 継 続 的 に 教 育 ・ 周 知 す る こ と が 必 要 で あ る 。  

   教 育 ・ 周 知 に 当 た っ て は 、 単 に 規 程 の 内 容 を 労 働 者 等 及 び 役 員 に 形 式 的 に 知 ら せ る だ け で

は な く 、 組 織 の 長 が 主 体 的 か つ 継 続 的 に 制 度 の 利 用 を 呼 び 掛 け る 等 の 手 段 を 通 じ て 、 公 益 通 報

の 意 義 や 組 織 に と っ て の 内 部 公 益 通 報 の 重 要 性 等 を 労 働 者 等 及 び 役 員 に 十 分 に 認 識 さ せ る こ と
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が 求 め ら れ る 。 例 え ば 、 以 下 の よ う な 事 項 に つ い て 呼 び 掛 け る こ と 等 が 考 え ら れ る 。  

   コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 の 推 進 に お け る 内 部 公 益 通 報 制 度 の 意 義 ・ 重 要 性  

   内 部 公 益 通 報 制 度 を 活 用 し た 適 切 な 通 報 は 、 リ ス ク の 早 期 発 見 や 企 業 価 値 の 向 上 に 資 す る

正 当 な 職 務 行 為 で あ る こ と  

   内 部 規 程 や 法 の 要 件 を 満 た す 適 切 な 通 報 を 行 っ た 者 に 対 す る 不 利 益 な 取 扱 い は 決 し て 許 さ

れ な い こ と  

   通 報 に 関 す る 秘 密 保 持 を 徹 底 す る べ き こ と  

   利 益 追 求 と 企 業 倫 理 が 衝 突 し た 場 合 に は 企 業 倫 理 を 優 先 す る べ き こ と  

 上 記 の 事 項 は 企 業 の 発 展 ・ 存 亡 を も 左 右 し 得 る こ と  

   内 部 公 益 通 報 対 応 体 制 の 仕 組 み に つ い て 教 育 ・ 周 知 を 行 う 際 に は 、 単 に 内 部 公 益 通 報 受

付 窓 口 の 設 置 先 を 形 式 的 に 知 ら せ る だ け で は な く 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な 内 部 公 益 通 報 対 応 体

制 の 仕 組 み 全 体 の 内 容 を 伝 え る こ と 等 が 求 め ら れ る 。  

   内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 の 担 当 者 は 従 事 者 で あ る こ と  

   職 制 上 の レ ポ ー テ ィ ン グ ラ イ ン （ い わ ゆ る 上 司 等 ） に お い て も 部 下 等 か ら 内  部 公 益 通 報 を

受 け る 可 能 性 が あ る こ と  

   内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 に 内 部 公 益 通 報 し た 場 合 と 従 事 者 で は な い 職 制 上 の レ ポ ー テ ィ ン

グ ラ イ ン （ い わ ゆ る 上 司 等 ） に お い て 内 部 公 益 通 報 を し た 場 合 と で は 公 益 通 報 者 を 特 定 さ せ る 事

項 の 秘 匿 に つ い て の ル ー ル に 差 異 が あ る こ と 等  

   法 に つ い て 教 育 ・ 周 知 を 行 う 際 に は 、 権 限 を 有 す る 行 政 機 関 等 へ の 公 益 通 報 も 法 に お い て

保 護 さ れ て い る と い う 点 も 含 め て 、 法 全 体 の 内 容 を 伝 え る こ と が 求  め ら れ る 。  

   教 育 ・ 周 知 を 行 う 際 に は 、 例 え ば 、 以 下 の よ う な 実 効 的 な 方 法 等 を 各 事 業 者 の 創 意 工 夫 に

よ り 検 討 し 、 実 行 す る こ と が 求 め ら れ る 。  

   そ の 内 容 を 労 働 者 等 及 び 役 員 の 立 場 ・ 経 験 年 数 等 に 応 じ て 用 意 す る （ 階 層 別 研 修 等 ）    

周 知 の ツ ー ル に 多 様 な 媒 体 を 用 い る （ イ ン ト ラ ネ ッ ト 、 社 内 研 修 、 携 行 カ ー ド ・ 広 報 物 の 配 布 、

ポ ス タ ー の 掲 示 等 ）  

   内 部 公 益 通 報 対 応 体 制 の 内 容 、 具 体 例 を 用 い た 通 報 対 象 の 説 明 、 公 益 通 報 者  保 護 の 仕

組 み 、 そ の 他 内 部 公 益 通 報 受 付 窓 口 へ の 相 談 が 想 定 さ れ る 質 問 事 項 等 を  FAQ に ま と め 、 イ ン ト

ラ ネ ッ ト へ の 掲 載 や ガ イ ド ブ ッ ク の 作 成 を 行 う  

   組 織 の 長 そ の 他 幹 部 に 対 し て も 、 例 え ば 、 内 部 公 益 通 報 対 応 体 制 の 内 部 統 制 シ  ス テ ム に

お け る 位 置 付 け 、 リ ス ク 情 報 の 早 期 把 握 が リ ス ク 管 理 に 資 す る 点 等 に つ い て 教 育 ・ 周 知 す る こ と が

求 め ら れ る 。   ＜ 経 営 者 の 責 務 の 前 に 、 ま ず は 教 育 ・ 周 知 が ま だ 必 要 な 段 階 ？ ＞  

   退 職 者 に 対 す る 教 育 ・ 周 知 の 方 法 と し て 、 例 え ば 、 在 職 中 に 、 退 職 後 も 公 益 通 報 が で き る こ

と を 教 育 ・ 周 知 す る こ と 等 が 考 え ら れ る 。  

 ＜ 従 事 者 に 対 す る 教 育 に つ い て ＞  

   従 事 者 に 対 す る 教 育 に つ い て は 、 例 え ば 、 定 期 的 な 実 施 や 実 施 状 況 の 管 理 を 行  う 等 し て 、

通 常 の 労 働 者 等 及 び 役 員 と 比 較 し て 、 特 に 実 効 的 に 行 う こ と が 求 め ら  れ る 。 法 第  12 条 の 守 秘

義 務 の 内 容 の ほ か 、 例 え ば 、 通 報 の 受 付 、 調 査 、 是 正 に  必 要 な 措 置 等 の 各 局 面 に お け る 実 践

的 な ス キ ル に つ い て も 教 育 す る こ と 等 が 考 え ら れ る 。  

   従 事 者 に 対 す る 教 育 に つ い て は 、 公 益 通 報 対 応 業 務 に 従 事 す る 頻 度 等 の 実 態 に 応 じ て 内 容

が 異 な り 得 る 。 」  
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「 ④  そ の 他 に 推 奨 さ れ る 考 え 方 や 具 体 例  

   内 部 公 益 通 報 対 応 体 制 の 利 用 者 を 労 働 者 等 及 び 役 員 以 外 に 対 し て も 広 く 認 め  て い る 場 合

に は （ 例 ： 企 業 グ ル ー プ 共 通 の ホ ッ ト ラ イ ン を 設 け る 。 ） 、 そ の 体 制 の 利 用 者 全 て （ 例 ： 子 会 社 の 労

働 者 等 及 び 役 員 ） に 対 し て 教 育 ・ 周 知 を 行 う こ と が  望 ま し い 」  

 

職場従事者に対する周知 徹底方法（法律の趣旨等も含めて理解・納得させる ）  

  →  従 業 員 全 体 の 意 識 改 革 の 必 要 性  

…コンプライ ア ンスの目 的理解、 本当の意味での組織防 衛とは？  

 通報の仕方 につ い ての教示  

       証拠確保、報復防止の方法（＝複数の証人 確保）等  

 外部への告発は秘密保 持義務違反であるとの教示は禁物  

       社員の秘密保持義務（就業規 則に お ける義務）との関係  

 

＜１２＞職場環境の改善  

 

形 式 で は な く 、 実 質 的 な 「 態 勢 」 を  （ 「 体 制 」 と の 違 い ）  

（ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 ６ ０ 頁 ）  

形式のみで実質 伴わずでは・・・  

       組織や肩書き だ けの改変との疑念を 持た れない ような体 制整備         

 

解説ｐ 8の注 12「通報受付窓口の運用に当たっては、敷居が低く、利用しやすい環境を

整備することが望ましい。また、実効性の高い内部公益通報対応体制を整備・運用すると

ともに、職場の管理者等（公益通報者又は公益通報を端緒とする調査に協力した者の直接

又は間接の上司等）に相談や通報が行われた場合に適正に対応されるような透明性の高い

職場環境を形成することが望ましい。」  

 

ガ イ ド ライ ン Ⅱ ． １ （ ４ ）安 心 し て 通 報 が で きる環 境 の 整備   

＊ 従 業 員の 意 見 ・要 望を 反 映 し た り 、 他の 事業 者 の 優良 事 例 を参 照し た り す る 等 、 従

業 員 が 安心 し て 通 報 ・相 談 が で き る実 効 性 の高 い 仕 組 み を構 築   

＊ 可 能 な 限り 早 期に かつ 幅 広 く寄 せ られ る よ う、 敷 居 が 低 く 、 利用 し やす い 環境 を 整

備  

＊ 内 部 通報 制 度の 運 用実 績 （ 例 え ば 、 通報 件数 、 対 応 結 果等 ） の 概要 を 、 個 人 情 報

保 護 等 に十 分 配慮 し つつ 従 業 員に 開示 し 、 制 度 の 実 効性 に 対す る 信頼 性 を 高 め る  

 

（ 透 明 性 の高 い 職場 環境 の 形 成 ）   

＊ 適 正 に対 応 さ れる よう な 透 明 性 の高 い 職 場環 境 を 形 成す る   

＊ 通 常 の報 告 ・ 連絡 ・相 談 の ルー ト を通 じ た 自 浄 作 用 を機 能 さ せつつ も 、 内 部通 報 も 組

織 運 営 の健 全 化に 資 する こ と を 経 営 幹部 及び全 て の 従 業員 に 十分 に周 知 する  

   ⇒  組 織 内 に 適 切な 緊 張 感 を も たら す
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Ⅴ  運営上の諸問題  

 

１   通報受領時の対応～内部通報があった場合のポイント  

＊  個人情報保護 の視点（既出・解説 ｐ １ ６  受付時の取組 等につ いて）  

＊  被通報者 への配慮  

＊  迅速な対応 の重要性  

 
大 和 銀 行 株 主 代 表 訴 訟 第 １ 審 判 決 （ 大 阪 地 裁 判 決 平 成 １ ２ 年 ９ 月 ２ ０ 日 、
判 時 １ ７ ２ １ 号 ３ 頁 、 判 タ １ ０ ４ ７ 号 ８ ６ 頁 ） よ り  

「 本 件 無 断 取 引 及 び 無 断 売 却 に よ り 約 一 一 億 ド ル も の 多 額 の 損 害 を 受 け る と い う 事 件 は 、

日 常 的 に 経 験 す る も の で は な く 、 稀 有 で 異 常 な 事 件 で あ る か ら 、 米 国 に お い て 事 業 を 展 開 す

る 会 社 の 経 営 者 と し て 、 直 ち に 、 こ の 稀 有 で 異 常 な 事 件 に 対 す る 米 国 法 制 の 調 査 及 び 検 討

を 行 う べ き で あ っ た 。 と こ ろ が 、 （ 平 成 ７ 年 ７ 月 １ ８ 日 に ） 井 口 の 本 件 書 簡 を 受 け 取 っ た 被 告 藤

田 彬 （ 頭 取 ） の ほ か 、 同 被 告 か ら 直 接 又 は 間 接 に 本 件 無 断 取 引 及 び 無 断 売 却 の 事 実 を 聞 い

た 取 締 役 は 、 こ れ を 怠 り 、 平 成 ７ 年 ８ 月 下 旬 、 何 ら か の 経 緯 で 本 件 無 断 取 引 及 び 無 断 売 却 の

事 実 を 知 っ た 米 州 企 画 室 か ら の 意 見 具 申 を 受 け 、 ８ 月 ２ ５ 日 に な っ て 初 め て 日 本 の 法 律 事 務

所 を 通 じ て 、 米 国 の 法 律 事 務 所 に 照 会 し て 調 査 を 行 っ た も の で あ る 。 調 査 は 、 正 に 、 遅 き に

失 し た も の と い わ な け れ ば な ら な い 。 し た が っ て 、 仮 に 、 各 行 為 が 米 国 連 邦 法 典 に 違 反 す る

こ と を 知 ら な か っ た と す れ ば 、 米 国 で 事 業 を 展 開 す る 銀 行 の 経 営 者 と し て 、 過 失 が あ る こ と

は 明 ら か で あ り 、 知 ら な か っ た こ と に つ い て 、 や む を 得 な い 事 情 は 認 め ら れ な い 。 」  

＊  被 告 藤 田 彬 （ 代 表 取 締 役 頭 取 ） は 、 大 蔵 省 に 対 し て は 速 や か に 報 告 す る も の の 、 米 国 当

局 に 対 し て は 当 面 報 告 を 行 わ ず 、 本 件 無 断 取 引 及 び 無 断 売 却 の 事 実 を 隠 ぺ い す る と い う 方

針 を 立 て 、 （ 同 年 ８ 月 ８ 日 ） 、 ・ ・ ・  同 年 ９ 月 １ ３ 日 こ ろ ま で の 間 、 ニ ュ ー ヨ ー ク 支 店 の 帳 簿 と

記 録 に 繰 り 返 し 虚 偽 の 記 載 を 行 い 、 内 容 虚 偽 の バ ン カ ー ズ ・ ト ラ ス ト の 保 管 残 高 明 細 書 を 作

成 す る 等 米 国 連 邦 法 典 に 違 反 す る 行 為 を 重 ね る 一 方 、 米 国 当 局 に 対 す る 報 告 を 同 年 九 月

一 八 日 ま で 行 わ な か っ た 。 被 告 藤 田 彬 か ら 直 接 又 は 間 接 に 本 件 無 断 取 引 及 び 無 断 売 却 の

事 実 を 聞 い た 取 締 役 ら は 、 右 方 針 に 異 議 を 唱 え る こ と な く 、 そ れ ぞ れ の 役 割 を 果 た し た 。 そ

の 後 の 経 緯 が 示 す と お り 、 そ の よ う な 判 断 は 大 き な 誤 り で あ り 、 米 国 当 局 の 厳 し い 処 分 を 受

け る 事 態 を 招 い た 。 ・ ・ ・ 結 果 と し て 、 米 国 司 法 省 と の 間 で 司 法 取 引 を 行 い 、 本 件 有 罪 答 弁 訴

因 に つ い て 有 罪 の 答 弁 を 行 っ た 上 、 罰 金 ３ 億 ４ ０ ０ ０ 万 ド ル を 支 払 い 、 ま た 、 右 刑 事 事 件 に つ

い て 、 １ ０ ０ ０ 万 ド ル の 弁 護 士 報 酬 を 支 払 っ た 。  

 

社内の内部通報窓口への 通報をき っかけとして、通 報社員が会社側 や上司等から事

実上の嫌がらせ、退職勧 告等を 受けている ケースが散見  

＊幹部社員の対応（悪意のあ る制裁等）のまずさから、さらに 大きな不祥事 に 発展す

るとか、 内部窓口がある のに 外部告発が増加 するとかの問題事例も  

 

匿名通報が担当取締役 に 届いた ら  

→  適時開示の手続き ＋速やかな公表手続き ＋第三者委員会 の設置 ？  

しかし、取締 役会に 報告せず黙認 すると、不祥事 隠ぺい の発端 となる。  
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２  調査方法   （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ４ ０ 頁 以 下 ）  

内部通報による調査ということは、なるべく伏せるのが得策  

調査における匿名性確保  

     調査に関する明確な同意を確認したうえで、調査開始  

 

解 説 ｐ １ ６ ～ １ ７  

「＜調査時の取組等について＞  

  公益通報者を特定した上でなければ必要性の高い調査が実施できない等のや  むを得な

い場合 31、公益通報者を特定させる事項を伝達する範囲を必要最小限に限定する（真に必

要不可欠ではない限り、調査担当者にも情報共有を行わないよ  うにする）ことは当然の

こととして、例えば、以下のような措置等を講じ、公益  通報者が特定されないよう、調

査の方法に十分に配慮することが望ましい。  

  公益通報者を特定させる事項を伝達する相手にはあらかじめ秘密保持を誓約させる。  

  公益通報者を特定させる事項の漏えいは懲戒処分等の対象となる旨の注意喚起をする。 

 調査等に当たって通報内容を他の者に伝える際に、調査等の契機が公益通報であること

を伝えなければ、基本的には、情報伝達される相手方において、公益通報がなされたこと

を確定的に認識することができず、公益通報者が誰であるかについても確定的に認識する

ことを避けることができる。その場合、結果として、公益通報者を特定させる事項が伝達

されるとの事態を避けられることから、必要に応じて従事者以外の者に調査等の依頼を行

う際には、当該調査等が公益  通報を契機としていることを伝えないことが考えられる。

調査の端緒が内部公  益通報であることを関係者に認識させない工夫としては、例えば、

以下のような  措置等が考えられる。  

  抜き打ちの監査を装う  

  該当部署以外の部署にもダミーの調査を行う  

 （タイミングが合う場合には、）定期監査と合わせて調査を行う  

  核心部分ではなく周辺部分から調査を開始する  

  組織内のコンプライアンスの状況に関する匿名のアンケートを、全ての労働者等及び

役員を対象に定期的に行う  

 ＜その他＞  

  特に、ハラスメント事案等で被害者と公益通報者が同一の事案においては、公益通報

者を特定させる事項を共有する際に、被害者の心情にも配慮しつつ、例えば、書面による

等、同意の有無について誤解のないよう、当該公益通報者から同意を得ることが望まし

い。」  

 

⇒  こ れ ま で 行 っ て い なく て も 、 こ れ か ら の 調 査は 新 た な 方 法 を採 用する 必 要 性  

    内 部 監 査 部 門 など と の 連 携  

       「 対 応 従 事者 」 にす る かど う か の 問題 あ り 。  
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３  コンプライアンス・プログラム全体の中の位置付けと体 制整備  

（内部通報制度のバックアップ体 制の整備）  

 

（１）コンプライアンス経営の全体像 （ 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 ３ ８ 頁 以 下 ）  

 

事前予防の方策が前提  

目先の利益では なく、長期的視野になって信用を追求する必要性  

   …保身目的の組織防衛は組織のためにもなら ない   

コンプライア ンス担当役員  

     内部統制システムの構築義務  

コンプライアンス担当部署について （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 ８ ４ 頁 ～ ）  

現状…まだまだ弱い 社内基盤  

本部・法務部との連携、予防法務 の視点の重要性  

 

（２）監査役等と内部 監査部門等との連携  

         （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 ７ ０ 頁 以 下 ）  

調査活動として  

チェック機能として  

 

様々な工夫  

・  監査役等 を 通報窓口の中心に 据えるもの  

・  通報を 待つだ けで なく、ヒア リ ング 活動を 行ってい るもの  

・  グ ループ企業としての取 り 組み  

(論点 )秘密 保持義務等と の関係を どう考 えるか？  

 

（ ３ ） 調 査 委 員 会 （ 第 三 者 委 員 会 ） の 設 置  

（ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ５ ０ 頁 以 下 ）  

  判 断 の 微 妙 な 事 例 ・ 問 題 へ の 対 応  

  第 三 者 委 員 会 の 設 置 に 関 す る 諸 問 題  

•  「 企 業 等 不 祥 事 に お け る 第 三 者 委 員 会 ガ イ ド ラ イ ン 」 （ 2010年 7月 15日 付 ）  

•  「 上 場 管 理 業 務 に つ い て  － 虚 偽 記 載 審 査 の 解 説 － 」 （ 2010年 8月 24日 付 ）  

（ 参 考 ） h t t p : / / w w w . w e s t l a w j a p a n . c o m / c o l u m n / 2 0 1 0 / 1 0 0 9 0 6 /  

 

４  調査・検討段階の諸問題 （ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ４ ４ 頁 以 下 ）  

 

  客観 的 事実 の 迅 速・ 的 確 な 調 査  

    時 間 が か か りす ぎ て は 何 に も なら な い  

誠 実 か つ冷 静 な 対応  

    苦 情 の 主 張 を 良く 聞 く こ と … 何が 問 題か  

       

http://www.nichibenren.or.jp/ja/opinion/report/100715_2.html
http://www.tse.or.jp/about/books/jojo-kanri.html
http://www.westlawjapan.com/column/2010/100906/
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論 点 を 的 確に 把 握するた め に 、 幅 広 い情 報 収集 （ 日 常 的 な蓄 積 も重要 ）  

    

   事 実 関 係 の 整 理   情 報 の 真 偽 を見 極 める 方 法 は？  

 

情 報 収 集の 重 要 性   類 似 事 例の 調 査  

     説 明 責 任 を 果 た す た めに も 重要  

  

証 拠 確 保の 重 要性 ・ ・ ・日 常 的 な 文書 管 理が 重 要  

    文 書 ・ デ ー タ 作成 ・ 保 存 のル ー ル と 注意  

       

   コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン の 重 要 性 （拙 著 「 企業法 務 入 門 」 ２ ４ ７頁 ）  

    相 手 方 と の 対 話 ・ ・ ・ 当 方 には 自 明 でも相 手 に は不 明  

     「 常 識 」 に 頼 らな い 対 応  

 

   内 部 で の 対 応 ・ 態度 決 定 シ ス テム  

      担 当 者 は 責任 も っ て 対応 で き る か… 担 当 者処 分 の場 合 も  

      上 司 の 対 応が 必 要 な 場合  

 

   連 絡 ・ 伝 達 体 制  …  役 割 分 担は 重 要 であ る が 、 た らい 回 し は 問題  

 

調査結果に基づく是正措 置  

 

解 説 ｐ 9～ 10 

「公益通報対応業務の実施に関する措置  

 ① 指針本文  

 内部公益通報受付窓口において内部公益通報を受け付け、正当な理由がある場合を除い

て、必要な調査を実施する。そして、当該調査の結果、通報対象事実に  係る法令違反行

為が明らかになった場合には、速やかに是正に必要な措置をとる。また、是正に必要な措

置をとった後、当該措置が適切に機能しているかを確認し、適切に機能していない場合に

は、改めて是正に必要な措置をとる。」  

 「  ③ 指針を遵守するための考え方や具体例  

 ・・・  

  公益通報者の意向に反して調査を行うことも原則として可能である。公益通報者の意

向に反して調査を行う場合においても、調査の前後において、公益通報者とコミュニケー

ションを十分にとるよう努め、プライバシー等の公益通報者の利益が害されないよう配慮

することが求められる。  

  調査を実施しない「正当な理由」がある場合の例として、例えば、解決済みの案件に

関する情報が寄せられた場合、公益通報者と連絡がとれず事実確認が困難である場合等が

考えられる。解決済みの案件か否かについては、解決に関する公益通報者の認識と事業者

の認識が一致しないことがあるが、解決しているか否かの判断は可能な限り客観的に行わ
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れることが求められる。また、一見、法令違反行為が是正されたように見えても、案件自

体が再発する場合や、当該再発事案に関する新たな情報が寄せられる場合もあること等か

ら、解決済みといえるか、寄せられた情報が以前の案件と同一のものといえるかについて

は慎重に検討する必要がある。  

 是正に必要な措置が適切に機能しているかを確認する方法として、例えば、是正措置か

ら一定期間経過後に能動的に改善状況に関する調査を行う、特定の個人が被害を受けてい

る事案においては問題があれば再度申し出るよう公益通報者に伝える等が考えられる。  

 

５  通報が虚偽・不当な場合の対応  （ 規 程 例 １ ７ 条 ２項 、 ３ 項参 照 ）  

 

  懲戒処分による対応  

 

名誉毀損・信用毀損に基づく民事・刑事責任の追及  

 

被害者は誰か？（被通報 者、会社）  

 

公益通報者保護法との関係←「不正の目的」の立証責任が問題  

  ⇒  改正法の免責規定の整備により 、かなり限定される  

 

６  調査後の対応と是正措置  

   通報者等へのフィードバック  

       匿名通報に対し ても行うべきか？  

     消極的対応・・・リスク管理の観点から  

         積極的対応・・・番号で特定するシステム  

 

ガ イ ド ライ ン で は 、 調査・ 是 正 措 置に 係る 通 知が 努 力 義務 だ っ た 。  

「 調 査 結 果に つ い て可 及 的 速 やか に 取り ま とめ 、 通 報 者 に対 し て 、 そ の 調 査 結 果 を 通 知

す る よ う努 め る 。 」  

「 是 正 措 置の 完 了後 、 被 通 報 者や 調 査協 力 者等 の 信 用 、 名 誉 及び プラ イ バ シー 等に 配

慮 し つ つ 、 速 やか に通報 者 に 対 し て 、 そ の是正 結 果 を 通 知 する よ う努 め る 。 」  

 

解説ｐ２０「是正措置等の通知に関する措置  

① 指針本文  

 書面により内部公益通報を受けた場合において、当該内部公益通報に係る通報  対

象事実の中止その他是正に必要な措置をとったときはその旨を、当該内部公益通報に係る

通報対象事実がないときはその旨を、適正な業務の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名

誉、プライバシー等の保護に支障がない範囲において、当該内部公益通報を行った者に対

し、速やかに通知する。  

＜５＞  指針の趣旨  

内部公益通報をした者は、事業者からの情報提供がなければ、内部公益通報につい
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て是正に必要な措置がとられたか否かについて知り得ない場合が多いと考えられ、行政機

関等に公益通報すべきか、調査の進捗を待つべきかを判断することが困難である。そのた

め、利害関係人のプライバシーを侵害するおそれがある等、内部公益通報をした者に対し

てつまびらかに情報を明らかにすることに支障がある場合を除いて、内部公益通報への対

応結果を内部公益通報をした者に伝える必要  がある。   

③ 指針を遵守するための考え方や具体例  

  通知の態様は一律のものが想定されているものではなく、通知の方法として、 例えば、

公益通報者個人に通知をする、全社的な再発防止策をとる必要がある場合に労働者等及び

役員全員に対応状況の概要を定期的に伝える等、状況に応じた様々な方法が考えられる。  

  事業者は、内部公益通報受付窓口の担当者以外の者（いわゆる上司等）が内部公益通報

を受ける場合においても、例えば、公益通報者の意向も踏まえつつ当該内部公益通報受付

窓口の担当者以外の者が内部公益通報受付窓口に連絡するように教育・周知する等、適正

な業務の遂行等に支障がない範囲において何らかの通知がなされるようにすることが求め

られる。  

 

解説ｐ 11 

「  調査の結果、法令違反等が明らかになった場合には、例えば、必要に応じ関係者の社

内処分を行う等、適切に対応し、必要があれば、関係行政機関への報告等を行う。」  

 

 報 告 等 ＝ 公表 な い し対 外 的 開示 の 在り 方 を検 討 する  

 中 立 ・ 公正 な 第 三 者等に よ る 検証 ・ 点検 等  ⇒  調 査 ・ 是 正 措置 の 実効 性 確 保  

 

説明責任・公表の重要性  

広報活動のあり方  

感情的になる前に説明責任を果たしてい るか？  

 

大 阪 高 等 裁 判 所 平 成 １ ８ 年 ６ 月 ９ 日 （ 判 例 タ イ ム ズ 1214号 115頁 ） 、  

最 高 裁 で 確 定   （ 拙 著 「 企 業 法 務 入 門 」 ２ ５ ２ 頁 以 下 ）  

ミ ス タ ー ド ー ナ ツ で 無 許 可 添 加 物 入 り の 肉 ま ん が 販 売 さ れ て い た 事 件 で 、 ダ ス キ ン の 取 締 役 会

は 積 極 的 に 公 表 し な い こ と を 決 め た 。 こ の 公 表 に 消 極 的 な 方 針 が 保 健 所 の 立 ち 入 り 検 査 後 に マ

ス コ ミ 各 社 の 取 材 を 受 け る 形 で 急 遽 公 表 を 迫 ら れ 、 大 々 的 な 疑 惑 報 道 が な さ れ る 結 果 に つ な が っ

た 。 取 締 役 で あ っ た 一 審 被 告 ら に は 、 上 記 事 実 を 「 自 ら 積 極 的 に は 公 表 し な い 」 と い う 方 針 を 採 用

し 、 消 費 者 や マ ス コ ミ の 反 応 を も 視 野 に 入 れ た 上 で の 積 極 的 な 損 害 回 避 の 方 策 の 検 討 を 怠 っ た

点 に お い て 、 善 管 注 意 義 務 違 反 が あ り 、 監 査 役 で あ っ た 一 審 被 告 も 、 自 ら 上 記 方 策 の 検 討 に 参

加 し な が ら 、 以 上 の よ う な 取 締 役 ら の 明 ら か な 任 務 懈 怠 に 対 す る 監 査 を 怠 っ た 点 に お い て 、 善 管

注 意 義 務 違 反 が あ る と し て 、 原 判 決 を 変 更 し 、 一 審 被 告 ら に 対 す る 請 求 を い ず れ も 一 部 認 容 し 、

各 取 締 役 と 監 査 役 に 約 ２ 億 円 か ら ５ 億 円 あ ま り の 賠 償 を 命 じ た 。  
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７  記 録 の 保 管 、 見 直 し ・ 改 善 、 運 用 実 績 の 労 働 者 等 及 び 役 員 へ の 開 示 に 関

する措置                

 

 ① 指針本文  

 イ  内部公益通報への対応に関する記録を作成し、適切な期間保管する。  

 ロ  内部公益通報対応体制の定期的な評価・点検を実施し、必要に応じて内部公益通報対

応体制の改善を行う。  

 ハ  内部公益通報受付窓口に寄せられた内部公益通報に関する運用実績の概要を、適正な

業務の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名誉、プライバシー等の  保護に支障がない範囲

において労働者等及び役員に開示する。  

 

解説ｐ ２２  

「指針を遵守するための考え方や具体例  

  記録の保管期間については、個々の事業者が、評価点検や個別案件処理の必要  性等を

検討した上で適切な期間を定めることが求められる。記録には公益通報  者を特定させる事

項等の機微な情報が記載されていることを踏まえ、例えば、文書記録の閲覧やデータへの

アクセスに制限を付す等、慎重に保管する必要がある。」  

 

８  内部通報制度の検証と改善の必要性  

（ 拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 」 １ ５ ４ 頁 以 下 ）  

解説ｐ２２～２３  

  定期的な評価・点検の方法として、例えば、以下のようなもの等が考えられる。  

  労働者等及び役員に対する内部公益通報対応体制の周知度等についてのアンケート調査

（匿名アンケートも考えられる。）  

  担当の従事者間における公益通報対応業務の改善点についての意見交換  

  内部監査及び中立・公正な外部の専門家等による公益通報対応業務の改善点等（整備・

運用の状況・実績、周知・研修の効果、労働者等及び役員の制度への信頼度、本指針に準

拠していない事項がある場合にはその理由、今後の課  題等）の確認  

  運用実績とは、例えば、以下のようなもの等が考えられる。  

  過去一定期間における通報件数  

  是正の有無  

  対応の概要  

  内部公益通報を行いやすくするための活動状況  

 なお、開示の内容・方法を検討する際には、公益通報者を特定させる事態が生じないよう

十分に留意する必要がある。  

  運用実績の労働者等及び役員への開示に当たっては、公益通報とそれ以外の通報とを厳

密に区別する必要はない。  

④ その他に推奨される考え方や具体例   各事業者における内部公益通報対応体制の実効

性の程度は、自浄作用の発揮を通じた企業価値の維持・向上にも関わるものであり、消費

者、取引先、労働者  等・役員、株主・投資家、債権者、地域社会等のステークホルダーに
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とっても重  要な情報であるため、運用実績の概要や内部公益通報対応体制の評価・点検の

結  果を、ＣＳＲ報告書やウェブサイト等を活用して開示する等、実効性の高いガバ  ナン

ス体制を構築していることを積極的に対外的にアピールしていくことが望  ましい。」  

 

アンケート調査等の実施  

不祥事・違法行為が起きた場合のチェック・ポイントとして  

内部通報制度は利用されたか？（件数よりも重要な質の検証）  

    それが利用さ れなかったとしたら、なぜ利用されなかっ たのか？  

      …業務態勢の改善を検討する必要  

 

最 終 報 告 書 の 提 言 ⇒ 事 業 者 の 自 主 的 な 取 組 を 促 進 す る た め の イ ン セ ン テ ィ ブ の 導 入   

⇒平成 30年４⽉  内部通報制度に関する認証制度検討会  

「内部通報制度に関する認証制度の導⼊について（報告書）」  

自己適合宣言制度を導入し、さらに、第三者認証制度も導入予定だったが、・・・。  

  

内部通報制度認証（自己適合宣言登録制度）の見直しについて  

 令和４年 6月に施行予定の改正公益通報者保護法における改正内容等を踏まえ、同制度を

見直し、今後、改正法の施行状況や事業者の要望等も踏まえつつ新たな制度を検討するこ

ととし、本制度については当面休止することが令和 4年２月１日に公表された。  

 消費者庁の発表  

「令和 4年 6月に施行が予定されている改正公益通報者保護法において、常時使用する労働

者数が 300人を超える事業者に内部公益通報対応体制整備義務が新たに課されたこと等を

踏まえ、今般、内部通報制度認証 (自己適合宣言登録制度 )を見直すこととしました。  

今後、改正法の施行状況や事業者の要望等も踏まえつつ新たな制度を検討することとし、

内部通報制度認証 (自己適合宣言登録制度 )については、当面、休止します。」  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/

research/review_meeting_002/ 

 商事法務研究会も本制度の見直しに伴い、令和４年 1月 31日をもって指定登録機関として

の業務を終了。新規登録申請、登録更新申請の受付けも終了。  

 

 

 

参 考 文 献 拙 著 「 企 業 改 革 へ の 新 潮 流  法 務 コ ン プ ラ イ ア ン ス 実 践 ガ イ ド 」 （ 清 文 社 2021年 ）  

拙 著 「 現 代 国 際 ビ ジ ネ ス 法  第 2版 」 （ 日 本 加 除 出 版 2021年 ）  

拙 著 「 図 解  新 会 社 法 の し く み （ 第 4版 ） 」 （ 東 洋 経 済 新 報 社 2020年 ）  

拙 著 「 執 行 役 員 制 度 （ 第 5版 ） 」 （ 東 洋 経 済 新 報 社 2017年 ）  

拙 著 「 図 解 コ ン プ ラ イ ア ン ス 経 営 (第 ４ 版 )」 （ 東 洋 経 済 新 報 社 2016年 ）  

拙 著 「 個 人 情 報 ・ 営 業 秘 密 ・ 公 益 通 報 Q&A」 労 働 法 実 務 相 談 シ リ ー ズ ⑩ （ 労 務 行 政 ）  

拙 著 「 内 部 通 報 制 度 」 （ 東 洋 経 済 新 報 社 2004年 ）  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/review_meeting_002/
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/review_meeting_002/
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＜ 規 程 例 ＞        企業倫理ホットラインに関する規程（案）  

                                         平成   年   月   日承認 決議  

                                         平成   年   月   日改正  

   第１章  総則  

（目的）  

第１条  本企業倫理ホッ ト ラ イ ンに 関する規程（以下 「本規程」という。）は 、株式会 社

［    ］ （以下「当社 」とい う。）に おける業務の 適正を 広く確保 するた め、 内部通報

等の適正な処理の仕組みに 関する必 要事項を 定める ことに より、 法令違反行為等

の防止及び早期発 見、組織的自浄作用の発揮並びに 法令違 反行 為等の是正を図

るとともに 、当社に 対する社会的信頼を 確保 し、さらに 向上させることを 目 的とす

る。  

 

＊名称、目的の明示が ポ イ ント 。  

 

（定義）  

第２ 条  本規程にお いて 「従業員等」とは、当社の取締役及び当社に 就労 する、又は

就労してい た 従業員（正社員のほか、労働者派遣契約そ の他の契 約に 基づき 当社

の業務に 従事する派遣従業員 、臨時雇及び契約社員、パート タイ マー を 含む。以

下同じ。） 、当社の子会社及び関連 会社のすべての 取締役、従業員 、並びに そ れ

らの退任・退職者 等をいう。  

２  本規程に おいて「通報等」と は、当社に対して 従業員等が行う通報、 質問、相談等

（違反行為の指摘に 至らない連絡、 提案等を法令等の遵守の観 点から行うものを

含む。 ）を いう。但 し、この相談 等とは、従業員 等の利益を 擁護するた めの法律相

談を 含まず、当社 への質問及び協議申し入れを いうものとす る。  

３  本規程に おいて 「内部通報等」とは、 通報 等のうち、従業員等が 、不正の 利益を

得る目 的、他人に 損 害を 加える目的そ の他の不正 の目的でなく、当社 の従業員等

（従業員 等で あ っ た 者 を 含む。 ）、 代理人そ の他の 者に つ い て通 報対象事 実が 生 じ、

又はまさに 生じよう としている旨を ホ ット ライン 窓口に 通報等を すること（公益通報

者保護法（平成１６年法律第１２２号。以 下「法」という。）第２条 第１項に 規定する

「公益通報」を 含む が、これに 限らない 。）をい う。  

４  本規程に おい て「内部 通報者等」とは、内 部通報等を 行った 従業員等（以下「内部

通報者」という。）、並び に 内部通報等に 係る調査 に 協力した 者及び当該調 査に 積

極的に 関与した 当社従業員 等（以下「協力者 」という。） を いう。  

５  本規程に おいて「通報対象事 実」とは、法令及び当社の社内規程等 （努力義務に

係る規定を 除 く。以下同じ。）に 違反す る事実を いい、 別表に 掲げる ものを いう。  

６  本規程に おい て「被通報者」とは、内 部通報等に おいて、 通報対象事実に 関与し

た とされる者を いう。  

 

＊第１項では役 員や退職者 を 含めて 広くしつつ も、取 引業者等を 含ま ない例で あ る。  
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＊第２項 では、相談まで含めて「通報等」として定 義する。  

＊第４項では、通報の協力者に も言及す る。  

 

 （ホ ッ ト ライ ン 窓口）  

第３ 条  本規程に基づい て通報等を する場合、従業員 等は、次の ホッ ト ライ ン 窓口に

対して、電話 、電子メール（匿名性のあ るシステ ム を利用するものを 含む。） 又は直

接面談する方法等に より 通報等を する ことができ 、内部 通報者 等は 、本規 程に よ

る保護の対象とされるもの とする。  

  （１ ）人事・労務に関する通報 等       労 務相談課  

        連絡先  ＸＸＸ－Ｘ ＸＸＸ  

  （２ ）取締役、役員 の不正に 関 する通報等   監査役室  

        連絡先  ＸＸＸ－ＸＸＸＸ  

  （３ ）一切の法律問題 に 関する通 報等     法務部  

        連絡先  ＸＸ Ｘ－ＸＸＸ Ｘ  

  （４ ）一切の事項に関す る通報等  当社が指定す る弁護士（以下「 指定弁護士」と

い う。）    

連絡先  ＸＸＸ －ＸＸＸ Ｘ     弁護士  ＊＊＊＊  

  （５）一切の事項に関す る通報等   コンプライ ア ンス 本部  

        連絡先  ＸＸＸ－ＸＸＸＸ  

２  従業員等は、前項に 定めるホ ット ライ ン 窓 口のいずれか 一つを 選択し て通報等を

行うことができ る。  

３  当社は、指定弁護士 に 通報等に 係 る業務を 委託するとき は、そ の契約書に 次に

掲げる事項を 明記する。  

一  内部通報等に係る機密 保持に 関 する事項  

二  再委託の禁止に 関する事項  

三  調査及び報告義務に 関する 事項  

四  紛争が生じた 場合の対応方法に関する事項  

五  前各号に 掲げる事項のほか、 本規程の目的を 実現するた めに必要な事項  

４  従業員等は、本規程 に 基づき 、ホ ット ライン窓口を積極的に 利用 する よう努める。  

 

＊複数の通報先から選択 でき る制度 で、例えば 「労務相談課」は、人事考課や配転

を 定める部署とは 独立した 部署であ ることが 必要であろ う。  

＊監査役への言及は監査役の職務を拘束するものではなく 、従業員 に 向け られた 定

めであ る。  

＊第１ 項は権利とし て、第４ 項は努力義務として定め る。  

 

 （内部通報等）  

第４ 条  各ホ ット ライ ン窓口は、そ れぞれ独立して、 通報等を 受け付け、そ の対応を

行う。  
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２  通報等は、電 話、電子 メール、ＦＡ Ｘ、 書面又は 面談等に より 行うことがで き る。  

３  無責任な通報等を避けること及び事実 関係の確認と調査を 行うた め、 通報等は、

原則として 内部通報者の氏名及び連絡先（ 以下「氏名等」とい う。）を 所定のホッ ト

ライ ン窓口に 明らかにして行うよう努 める。 但し、ホ ッ ト ライ ン窓口は、内部通 報者

の氏名等が明らかに されてい ないことのみを理 由として、 そ の通報等を 拒否するこ

とはでき な い 。  

４  従業員等は、内部通報等を する意思を 有する者がい ることを 知った とき は、 速や

かに ホッ ト ライ ン 窓口に 連絡し、 又はそ の者に 対して ホ ット ライ ン 窓口に 内部通報

等を するように 助言す るように 努める。  

５  当社就業規則その他の規定に 定める守秘義務 に 関する規定は、本 規程に 基づい

て行われる通 報等を妨げない。  

 

＊第５ 項は確認規定であ る。  

 

（通報等の制限）  

第５ 条   従業員等は、 虚偽の通報等、他 者を 誹謗中傷する目的でなされる通報 、不

正の利益を 得る目的、他人 に 損害を 加える目的そ の 他の不正の目的で通報等 を

行ってはならない。  

２    前項の定めに 反して通報等を 行 った 者 は、就業規則 に 基づく懲戒 処分の対象と

する。  

 

   第２章  通報等に係る調査及び是正措置等  

 

 （ホ ッ ト ライ ン窓口の職務）  

第６ 条  ホ ット ライ ン 窓口 は、電 子メール、 ＦＡ Ｘ又は書面に より 通報等を 受 けた とき は、

速やかに その旨を 内部通報者に 通 知する。但し、内 部通報者の氏名等が 明らかに

されていな い 場 合 は この限り でない。  

２  通報等を 受けた 各ホ ッ ト ライ ン窓口の担当者は 、通報等の対象となっ た 事実関係

の内容（但し、 通報 者の氏名を 除く。） を 直ちに コンプライ ア ンス統括責 任者に 報告

するものとする。  

３  通報等は、匿名によ っても行うことがで き る。た だ し、通報の内 容の調査（以下

「調査」という）への 協力のた め、通報者の所属 部署及び連絡先等を 連絡す ること

が望ましい 。  

４  通報等を 受け付 けた ホ ット ライ ン窓口は、内部通報等を 受け た日から２０日以内

に 調査を行う旨の通知又は 正当な理由に より 調査を 行わない旨の通知を 内部通

報者に 対して行 うものとする。  

５  コンプライ ア ンス統括 責任者は、通報等を受けた 指定弁護士から調査又 は是正

措置の助言を 受けた とき は、指定弁護士と協議し、当社 規程等の趣旨 に 則り 、 調

査又は是正を 図る等の 措置を 取る。  
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＊報告内容からは通報者の氏名を 除くような形で一貫させ る点がポ イ ント 。  

＊第４ 項は、公益 通報者保護法を 受けての定 めであ る。「内部通報等を 受けた日」と

到達日を 起算点としているの は、到達主義によるとの解釈に よるものであ る。  

   

（調査の実施）  

第７ 条  ホ ット ライ ン 窓口 が通報等を 受け た とき は、 当該通報等に 対応し 、当社規程

等の趣旨に 則り 、調 査が必要と判断した とき は、 調査を 実施する。調査は、証拠の

収集、聞 き 取り 等に より 速やかに 実 施する。但し、 必要に 応 じて他の調 査担当部

署又は他の弁護士に調査を 依頼するこ とがで き る。  

２  調査に 際しては、通報者等のプ ライ バシーに 十分配慮し 、第三者に 通報者等が容

易に 特定され ない ように 配慮する。  

３  コンプライ ア ンス統括責 任者は、内部通報 者の氏名等が明らかに されてないこと

のみを 理由として、 当該通報対象事実に 係る調査を 実施する必要がない ものとす

ることはでき な い 。  

４  指定弁護士又は監査役は、 ホ ット ライ ン 窓口として電子 メール、Ｆ Ａ Ｘ 又は書面に

よる内部通報等を 受 けた とき は、コンプライ ア ン ス統括責任者に 通報等の内 容に

関して調査を 求める ことができ る。  

５  通報等の違反行為に 関与 した とされ る役員 又は社員は、通報等の内 容に かかる

調査に 関 与することができ ない。   

６  通報等に 基づく調査は、公正 不偏に これを 実施するもの とし、この 調査に おいて

通報者の名前を開示する必要があ る場 合も、 通報者の同意を得なけ れば、通報 者

の氏名を 開示することはでき ない。  

 

＊調査過程の基本的なルールを 定 めてお く。  

  

 （協力義務）  

第８ 条  コンプライ ア ンス統括 責任者及びホット ライ ン 窓口は、内部通 報者等、被通

報者並びに 通報対象事 実に 係る部署及びそ の関係 者に 対して、 通報等の調 査の

た め、 資料の提出、 意見の開 陳、説明そ の他必要な協 力を 求めることができ る。  

２  従業員等及び従業員等であ った者は、 通報 等に かかる調査が円滑に 実施でき る

よう、調査又は調査の実施上 必要な行為を求められた とき は、正当な理由 なくこれ

を 拒否することがで き ず、 通報等に 基づく調査に 対して積極 的に 協力し、知り え た

事実に ついて真実を述べ るものとし、そ の 調査の協力を 要請さ れたとき は、これに

協力する。  

３  通報等に かかる調査に お い て、被通 報者が 前項の協力の求めに 応じない場合で

あ って 、調査に 必要な資料を 保全 するた め緊急の必要があ ると認める 場合、当社

は、当該被 通報者に 対し 当該調査に 係る利 害関係を 有する者との接 触禁止、保全

を 必要 とする場所への接近禁止 そ の他の必要な措置を 講じることを 求 めることが
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でき る。  

 

 （調査結果の報告）  

第９ 条  調査の結果、通報等に かかる 違反行為 があ った と認められ た とき は、コンプ

ライ ア ンス統括責任者は、 速やかに 当該調査結果を 各 取締役及び各監査 役に 報

告する。  

２  調査が終了した と き は、速 やかに コンプライ ア ンス統括責任者に 報告するもの と

する。  

３  コンプライ ア ンス統括責任 者は、自らの判断で調査 及び調査結果 に 関して通報 者

等に 通知 することが でき る。  

４  指定弁護士は、原則 と して 、通報者等の氏 名を 当社に 報告しないものと す る。但

し、①通報者等 の承諾があ る場合（調査のために 不可 欠の場合を含む。）、又は ②

通報が不正の目的でなさ れた 場合に 限り 、通報者名を 当社に 報告す る ことがで き

る。  

５  指定弁護士は、自ら が受領した 通報等の内容に より 自らの判断で当 該通報等の

報告の宛先を コンプライ ア ンス統括責任者以外 の役員もしくは社 員とする こ とがで

き 、そ の場合、指定弁護 士から当該通報を報 告された 者は、本規程 に より コンプラ

イ ア ンス統 括責任者が行うとされた 措置を 取る ことができ る 。  

 

 （不服申立）  

第 １ ０ 条  内 部 通 報 者 が 調 査 の 結 果 に つ い て 通 知 を 受 け 、 当 該 通 知 の 内 容 に 不 服

があ る場合、内部通報等を した ホ ッ ト ライ ン 窓口以外のホ ッ ト ライ ン窓口に 再 度の

内 部 通 報 等 を す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 再 度 内 部 通 報 等 を し よ う と

す る 者 は 、 最 初 に 受 けた 通 知 の 内 容を 新 た な ホ ッ ト ラ イ ン 窓口 に 知 ら せ な け れ ば

ならない。  

２  被 通 報 者 は 、 通 報 等 に か か る 調 査 結 果の 通 知 を 受 け た 内 容に 不 服 が あ る 場 合

は 、 当 該 通 知 を 受 け た 日 か ら 起 算 し て １ ０ 日 以 内 に 、 書 面 に よ り 、 コ ン プ ラ イ ア ン

ス統括責任者に 対して 不服申立てを 行うことが でき る。  

３  前 項 に よ る 不 服 申 立 て が あ っ た 場 合 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス 統 括 責 任 者 は 、 当 該 不

服申立ての内容を 検討し、再調査を 実施するか否かを 決定するものとする。  

 

 （是正措置等）  

第１ １ 条  通報等に かか る調査結果（但し 、通報 者の氏名を除く。）は、 取締役会及び

監査役会に 報告するものと し、必要に 応じて就業規則 に 定めるところ に より 懲戒処

分の手続を とり 、又は刑事告 発、再発 防止措置 等を とるものとする。  

２  ホ ッ ト ライ ン窓口が是正を 図る等 の措置が必要であ ると 判断した 場合、コンプライ

ア ンス統括責任者に 報告 し、そ の是 正措置を促す ものとする。  

３  ホ ッ ト ライ ン 窓口の受付部署に おけ る調査結 果が重大であ る場合 に は、当社コン

プライ ア ンス統括責任者又は当社業務担当役員 は、速やかに対応するもの とし、

必要に 応じてコンプ ライ ア ンス委員会に 諮問し、又は直 ちに 違 法行為を 中 止するよ
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う命令する等、必要な措 置を 講じる。   

４  当社は、調査の結果、 内部通報等に 係る通 報対象事実があ ると 認められるとき は、

直ちに 是 正及び再 発防止の た めに必要な措 置（以下「是正措置等」 とい う。）を 講

じ、又は取締役会も しくは管理職従業員に対し て是正措置等を 講じるように 求め

る。  

５  内部通報者等が内部通報等 に 基づく当該調査対象に 関与していた 場合 、懲戒処

分 そ の 他 当社 が 当 該従 業 員 に 対 す る 処 分に つ い て 内 部通 報 等を し た こ と を 斟 酌 し、

そ の不利 益処分を 軽減する ことがで き る。  

６  取締役会が調査にか かる報告を 受け た とき は、必 要に応じて、調査結果 又は是

正措置等の内容（以下「是正措置等結果報告の 内容」という。）を 定め、関係行政

機関に 報告し、又は 告発、公表させることが でき る。  

 

＊対応につ いても会社の方針を 定め ておく。  

 

 （関係部署等への通知）  

第１ ２ 条  当社は、必要があ ると認めるとき は 、是正措 置等の内容及 び是正措 置等結

果報告の内容を関 係窓口に 通知する。  

 

（情報の記録と管理）  

第１ ３ 条  通報等を受け た 各ホッ ト ライ ン 窓口の 担当者及び調査担当 部署は、通報 者

の氏名、通報等 の経緯、 内容及び証拠等を部署内に おいて 記録・保管するものと

する。  

２  各ホ ット ライ ン窓口は、電 話に より 行われる通報等を 録音することが でき 、通報が

面談等に よるとき は、事後に 電子メールで当該通報の内 容を確認す る等の適 宜の

方法に より 、当該通報の記録の保存に 配慮する。  

 

   第３ 章  内部通報者等の保護等  

 

 （不利益取扱いの禁止）  

第１ ４ 条  当社及び従業員等は、通報者 又は 協力者の氏名等を知り 得た 場合、通報

等の行為、又は調査への協力を した ことを 理由として 、通報者又は協力者 に 対し

て、差別的処遇等の報復行為、解雇もしく は解職（派遣契約そ の他の契約に 基づ

き 当社の業務に 従事す る者に あ っては、当該契約の解除）、人事考 課への悪影響

を 及ぼす行為、配転 、降格、減給、 嫌がらせ等、如 何なる不利益な取扱 も行わな

い 。  

２   当社は、前項に 違反 した 者に 対し、就業規則や懲罰 委員会規程等 に よる処分 を

行うものとする。  

３  管理職従業員は、通報等又は調査に 協力 した ことを 理由とし て当該 内部通報者

等及び協力者 の職 場環境が悪 化することのない ように 適切な 措置を 執 り 、配慮 す
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るものとする。  

 

 （被通報者等への配慮 ）  

第１ ５条  本規程に 基づく権限を 行使する 場合 、内部通報等に係る被通報者又は調

査に 協力した 者 等に 関して は、そ の名誉及 び個人情報に 配慮して 取り 扱 うものと

する。  

２  調査に おいて、被通報者に は、公正な聴聞 、反論 又は弁明の機 会 が提供されるも

のとする。 この場合 に おいて 、被通報者が弁護 士等の同席を申し出た 場合は、正

当な理由がない限り これを 拒否することができ ない 。  

 

 （守秘義務）  

第１ ６条  内部通報等を 受けた 各ホ ット ライン 窓口の担当者、調査担 当部署及びコン

プライ ア ンス委員会に 関与する者、そ の他 調査に 従事する者（ 以下「内部通報等業

務従事者」という。）は、当該 職務に 関連して知り 得た 秘 密、通報者の属性、通報

の経緯及び内容、調査 で得られた 証拠等、通報又は調査に 関する情報を 厳重に管

理し、正当な理由なく社内外で開 示又は漏えい しては ならず、内部 通報等業務従

事者でなくなっ た 後も、 同様とする。  

２  通報等に 関 する情報を 知り 得た 者は、その 情報に 関して秘密を保持しなければな

らない。  

３  当社の役員を含む従 業員等は、第 17条に定 める例外 的な場合を除 き 、各ホッ ト ラ

イ ン窓口の担当者又は調査 担当部署の担当者 に 対して 通報者の氏名等を 開示す

るように 求めてはならず、また そ の開示を するように 画策してはな らない。  

４  内部通報等業務従事者 は、内部 通報等又 は調査で得られた個人 情報を 、正当な

理由なく他人に 知らせ、又は不当な目的に 利用してはならない 。内部通報等業務

従事者でなくな った 後も、同様とする。  

 

＊通報者の匿名性確保 のた めに 万全を 期するた めの定め。  

 

 （内部通報者等の氏名の非開示）  

第１ ７条  通報等に かかる 調査に お い て は 、正 当な理由がない限り、 内部通報者等

の同意を 得なければ 、内部通報者等の氏名を 開示 されないものとする 。この正 当

な理由に は、通 報等が不正の 目的に基づくことが明らか であ る場合等、内部通報

等として 保護するに 値しな い 十 分な根拠があることを 必要と するも の とする。  

２  調査の結果等に より 通 報等が不正の目的に 基づくこ とが判明した 場合、被通報者

は、当該通報等を行 った 者に 対す る正当な権利を 行使するた め 、書面に より 、そ の

通報等を した 者の氏名の開示を 求める ことができ るものとする。  

３  当社は、不正の目的に 基づく 通報等を した 者の氏名を利害関係者 に 開示し、そ の

者 が所 属 す る部 署の 管 理職 従業 員等に 対し 懲 戒等 の処 分勧 告を 行う こ と が でき る。

但し、 証拠が不十分であ ることのみを 理由として通報等が不正の 目 的に 基づくもの
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と判断してはな らず、不正の目的 の認定は十分な根拠を 要するもの とす る。  

４  通報者の同意に より 通報者の氏名が開示でき る場合、特に 未 然防止の貢献が大

き いと認め られ、問題解 決後に 、コン プライ ア ンス委員会において当社の リ スク軽

減に つ ながった と認定した 場合 、当該リ スク実現 時の予想損失額を 考慮して、相当

な報奨金を 支給でき るものと す る。  

 

＊４ 項は、報 奨制度とし て第一歩を 踏 み出す場 合の一例であ る。  

 

 （内部通報等を 行おうとする者 ）  

第１ ８条  内部通報等を 行おうとする者 は、あ らかじ め法令及び本規程そ の他の 当社

の社内規程等を自ら確認して 行動すること を 基 本とする。従業員等は、通報等を 行

うに 当た って業務上の判断を 要する場合、当社行動規範及び業務規則等の 当社

の規程等に 則って 行動す るものとする。従 業 員等は、自ら の利益を 守る目的に お

い て は、外部の 弁護士に 相談ないし依頼するこ とができ る。  

 

（内部通報制度のた めの社員教育）  

第１ ９条  当社は、当社 の役職員及び従業員等に 対して企業 倫理ホ ッ ト ライ ンに 関す

る研修を 行 い、また 従業員等は当社企業倫理を 含む事 項に つ いて当社行 動規範

に 定めるところ に 従 い、定期的に 倫理研修を受けるものとす る。  

 

附則  本規程は、平成   年   月   日から実施する。  

 

（別表）不正の定義        

  本規程に おい て、法令違反及び不正行為として申 告でき る事項は、広く次の事 項

を いう。１ 号  法令違反行為（ 但し、努力義務に かかるもの を除く。 ）  

２ 号  従業員等、取引先、 消費者、そ の他利害関係者の 安全、健康に 対して危険な

行為又は危険を及ぼす恐 れのあ る行 為  

３ 号  地域の環境を 悪化もしくは 破壊するよ うなことを 招く行為  

４ 号  法令違反行為の隠蔽、証 拠隠滅、情報漏洩 に より 当 社の名誉又は社会 的信用

を 侵害 する恐れのあ る行為  

５ 号  就業規則そ の他の当社の内部規 程に違反する行為 （但し、人事上の不満及び

努力義務に かかるもの を 除く。）  

６ 号  当社行動規範に違 反する行為（但し、努 力義務に かかるものを 除く。 ）  

（©２ ０ ２ ２ 年  浜辺陽一郎 作成）  

 


